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大阪府
■面積
行政区域面積 １８９４．３１H

市街化区域面積 ９５，２９７ha

■人口動態
人　　口 ８，８１７，０１０人
世 帯 数 ３，６５０，２４７世帯
人口密度 ４，６５４．５人／H

人口伸率 ０．１％
高齢化率 １４．９％
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平成18年度府内市町村当初予算の概要

予算の特色と施策体系別主要事業一覧

大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線２２２８））
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利用上の注意

① 行政区域面積は、国土交通省国土地理院「平成１７年全国都道府県市区町村別面積調」（平成１７年１０月１

日現在）による。

ただし、境界未定団体（大阪府内では大阪市淀川区、豊中市）については、総務省統計局において推

定した数値である。

②　市街化区域面積は、大阪府都市整備部総合計画課（平成１８年３月現在）による。

③ 人口、世帯数、人口密度、人口伸率は総務省統計局平成１７年国勢調査速報値による。高齢化率は、総務

省統計局平成１２年国勢調査による。

＊　人口伸率は、平成１７年と平成１２年の国勢調査人口の比較である。

＊　高齢化率は、総人口に占める６５歳以上の人口の割合である。

④　骨格 ＝平成１８年度骨格予算　　暫定 ＝平成１８年度暫定予算　　※＝平成１７年度骨格予算

＊ 平成１７年度当初予算を骨格予算で編成した団体については、平成１８年度当初予算総額・一般会計予

算の対前年度比を「骨格予算比（肉付け後予算比）」としている。



豊 能 地 域

能勢町
■面積
行政区域面積 ９８．６８H

市街化区域面積 １０３ha

■人口動態
人　　口 １２，８９１人
世 帯 数 ３，８４０世帯
人口密度 １３０．６人／H

人口伸率 △９．１％
高齢化率 １９．０％

豊中市
■面積
行政区域面積 ３６．６０H

市街化区域面積 ３，６６０ha

■人口動態
人　　口 ３８６，６３３人
世 帯 数 １６１，２４４世帯
人口密度 １０，５６３．７人／H

人口伸率 △１．３％
高齢化率 １４．４％

池田市
■面積
行政区域面積 ２２．１１H

市街化区域面積 １，０８８ha

■人口動態
人　　口 １０１，６４３人
世 帯 数 ４３，３０３世帯
人口密度 ４，５９７．２人／H

人口伸率 ０．１％
高齢化率 １５．０％

豊能町
■面積
行政区域面積 ３４．３７H

市街化区域面積 ３１５ha

■人口動態
人　　口 ２３，９２７人
世 帯 数 ７，９２６世帯
人口密度 ６９６．２人／H

人口伸率 △７．０％
高齢化率 １４．２％
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箕面市
■面積
行政区域面積 ４７．８４H

市街化区域面積 １，９８５ha

■人口動態
人　　口 １２７，１３２人
世 帯 数 ５１，６２４世帯
人口密度 ２，６５７．４人／H

人口伸率 １．８％
高齢化率 １３．４％

豊中市  

箕面市  池 
田 
市   
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１．子どもたちがのびのび育つ地域社会づくり

①児童虐待発生予防事業新○ ２００

②地域子育て支援センター増設新○、地域支援保育

士を増員 ５４

③教育施設の整備 ９１，６９６

（少路小、桜井谷東小の校舎増築等）

④教育センターでの土曜日の初回教育相談、教科

書展示新○ ４６

２．健康で心ゆたかな福祉のまちづくり

①地域包括支援センター７か所設置する等地域支

援事業実施（介護保険事業） ３５８，３６６

②医療的ケアを必要とする障害児者の短期入所事

業新○ ８５５

③障害者自立支援法施行にあたり、介護給付費等

支給審査会設置、障害福祉計画策定、自立支援

給付システム導入新○ ２，７０８

④福祉なんでも相談窓口設置 ３９５

⑤コミュニティソーシャルワーカー配置 ３，４８０

⑥保健事業総合システムの開発新○ １，５５３

⑦ＭＲＩ（超電導磁気共鳴断層診断装置）等医療

機器更新（市立豊中病院） ２９，１１６

⑧健康教室などの整備（市立豊中病院） ２４，７４６

３．文化を育み風格のあるまちづくり

①文化芸術振興条例制定、基本方針策定着手 新○ １０５

②コミュニティルーム整備（桜塚小）新○ ３１０

③聞こえに不安をもつ人たちのための相談会・講

座（協働事業）新○ １０

４．都市の再生を図り、活力あふれる協働のまちづ

くり

①阪急バス料金後払いＩＣカードシステム導入補

助新○ ５６７

②地域就労支援事業 ７４１

③阪急豊中駅前地区のまちづくりの推進 １，７７７

④まちづくり構想実現化活動助成新○ ５０

５．安全で人と環境にやさしいまちづくり

①市庁舎の省エネルギー化に取り組むＥＳＣＯ事業

１，３１６

②（仮称）羽鷹池公園（少路）の整備 １３３，５２８

③配水施設の耐震補強等施設整備 １５，４６０

④災害時非常用物資と自主防災資機材拡充 ９３２

⑤国民保護計画の作成 １０４

⑥消防ポンプ自動車・高規格救急車の更新 ５，２３０

６．平和と人権の願いを実現する地域社会づくり

①外国人市民会議の充実 ７７

②人権行政基本方針の策定に着手新○ １３

７．公正・公平で能率的な市政の改革をすすめる自

治都市づくり

①ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシス

テム）認証取得の推進新○ １３０

②（仮称）南桜塚会館の建設新○ １０，７７３

③市制施行７０周年記念事業新○ ８６７

（表彰式典とＮＨＫのど自慢公開放送）

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度は市長改選期にあたるため、骨格予算として編成した。しかしながら、継続が必要な事業につ

いて中断がないよう予算計上し、アスベスト対策をはじめ教育・福祉・保健など市民生活の緊急課題に対応

する経費も予算化している。また市長選挙後の補正予算に対応できるよう財源を予備費として計上した。

平成１６年１１月に豊中市行財政再建指針及び同再建計画（第１年次）を、さらに平成１７年１１月に同再建計画

（第２年次）を策定。現在、歳出・歳入両面からの財政構造改革、持続的・自律的な行財政運営の基盤づく

りに取り組んでいるところである。同再建計画のうち、新年度予算に反映させた項目は５９項目。これによ

る歳入確保・歳出削減の効果額は、全会計で約５０億円となっている。一方、政策会議で重点化された項目を

中心に、限られた財源の優先配分を図った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ２４９，０８９百万円　対前年度比 ２.８％増

平成１８年度一般会計予算 １２０，０４４百万円　対前年度比 ４.１％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

豊 中 市 骨格



１．いきいきと輝く　にぎわいのあるまち

①五月山さくらまつり等開催事業 ２，７８０

②中央線街路整備事業 １３，３６３

③歩道改良事業 １，０００

④植木産業活性化事業 ３００

⑤吉田水路改修調査事業新○ １２０

⑥中心市街地活性化対策事業 ２００

⑦本町通等活性化事業資金融資事業新○ １６２

⑧電子申請システム構築事業 ４８４

⑨住民情報システム管理事業 １４，５１６

⑩地域イントラネット事業 ７，７３１

２．ふれあいで築く　いきがいのあるまち

①保健福祉総合センター建設事業 ７０，６８２

②障害者施設運営・建設補助事業新○ １，０８４

③やまばと学園増築工事 ２，７００

④子ども見守り委員会運営事業 ３２

⑤児童エンゼル医療費助成事業 ３，０２２

⑥エンゼル補助金交付事業 ７６６

⑦エンゼル祝金交付事業 ５５０

⑧つどいの広場事業新○ １，０７１

⑨親子ふれあいＤＡＹ助成事業新○ ５０

⑩若葉ママ応援事業新○ １３４

⑪キッズコーナー設置事業新○ １２０

⑫子育て支援パンフレット作成事業新○ ３５

⑬市立保育所改修事業 ２，６００

⑭民間保育所空調改修事業 ８６４

⑮送迎保育ステーション試行事業新○ ２，７９９

⑯市立幼稚園預かり保育事業 ２３８

⑰母子家庭自立支援給付事業新○ ６４４

⑱留守家庭児童会運営事業 ６１０

３．のびのび暮らす　うるおいのあるまち

①セーフティーネットワーク推進事業 ２７２

②防災対策事業 ３７２

③自主防災組織育成事業 ３２２

④交通安全啓発事務事業 ５００

⑤環境基本計画推進事業 １４３

⑥環境教育事業 －

⑦指定袋制実施事業新○ ４，７７５

⑧オリジナルマイバッグ普及事業新○ ３３１

⑨生ごみ処理機購入助成事業 ３００

⑩まちなみ保存補助事業 １，０００

⑪建築指導事務事業新○ ２６２

⑫アスベスト対策補助事業新○ １，５００

４．個性を生かした　みりょくのあるまち

①まちかどギャラリーパネル設置事業新○ ８００

②（仮称）らくごミュージアム整備事業新○ １，０００

③国際交流推進事業 ４００

④青少年国際交流事業 １１５

５．にんげんを育む　やさしさのあるまち

①「教育のまち池田」特区推進事業 ９，７１９

②五月丘小学校大規模改造工事新○ １，２００

③市立中学校空調機器整備工事新○ ３，１００

④地域人権啓発活動活性化事業新○ １６９

６．行財政を確立し　未来につなぐまち

①みんなでつくるまち推進会議運営事業新○ ８５

②行財政システム改革プランへの取組み新○ －

③行政評価への取組み －

④人事評価システム構築事業 １２０

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１６年度決算では、経常収支比率が１００．７％と、前年度に比べ１．５ポイント改善したが、１１年連続

して１００％を超えており、歳入の根幹をなす市税収入においては、法人市民税は増加しているものの、個

人市民税は減少し、全体では前年度より１億円程度の増加にとどまり、依然として予断を許さない状況に

ある。また、団塊世代職員の退職金の増嵩が見込まれ、今後数年間は引き続き厳しい財政状況が続くと考

えられる。しかし、限られた財源の中においても、まちの将来への先行投資と考え、子育ておよび教育に

重点を置いた予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ７３，５４１百万円　対前年度比 １４．１％減

平成１８年度一般会計予算 ３３，６５５百万円　対前年度比 １０．３％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

池 田 市
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＜安心して暮らせるまちづくり＞

１．保健・医療・福祉施策の総合的推進

①公共施設ＡＥＤ設置事業 ２２６

②障害者計画管理事業 １５１

③介護保険制度改革関連事業 １８，５９７

④障害者の地域生活における自立支援施策 ２，２８１

⑤施設耐震補強事業（小中学校） ４，３２９

⑥地域子育て支援センター運営事業 １６４

⑦要保護児童対策事業 ７２

⑧非常備消防施設整備事業 ４，２４９

⑨住宅防火対策推進事業 ２８

⑩医療機器等整備事業 ５，０００

⑪高額医療機器の整備 １１，１３０

２．生活環境の整備と保全

①地域福祉活動推進事業 ２３５

②市内公共交通整備事業 ５２１

③公営住宅等供給・管理方針検討事業 ６５０

④鳥獣保護事業 ９

⑤市民緑花推進事業 ４，２７８

⑥北部簡易水道事業 １９７

⑦箕面浄水場施設運転操作監視業務 ３，５１５

⑧交通安全施設整備事業 ２，３３４

３．安全の確保

①国民保護協議会運営事業 ３８

②市民安全対策事業 ６

③防犯対策推進事業（保育所・幼稚園） 新○ ３，８９６

＜いきいきと暮らせるまちづくり＞

１．文化の振興と教育・学習環境の充実

①男女協働参画計画推進事業 ３２

②多文化共生社会推進事業 １，７１４

③市民文化振興事業 ２８４

④小中一貫校整備事業 ３７１，８３０

⑤学校緑化推進事業 ２４２

⑥教育用コンピュータ整備事業 ４２３

⑦総合運動場管理運営事業 １２，６３４

２．自然環境の保全

①環境政策推進事業 ７３２

②都市景観形成事業 ８９８

３．産業の活性化

①中心市街地振興事業 １，４４３

②みのおサンプラザ公共床貸与事業 １，５２２

③タウンインフォメーションオープニングイベント事業 ６５

＜暮らしを支えるまちづくり＞

１．秩序ある市街地の形成

①箕面駅周辺整備方針検討事業 ６３０

②北大阪急行線延伸構想推進事業 １，０００

③国際文化公園都市建設推進事業 ４３０

④水と緑の健康都市建設推進事業 １５３

⑤都市計画道路小野原豊中線道路改良事業 ５９，７９４

２．多様な市民活動の推進

①フィルムコミッション箕面ロケーションスポッ

トデジタルコンテンツ作製委託料 １３０

②市民スポーツ奨励事業 １１５

③情報公開制度運営事業 ７１

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

特に力点を置いた重要施策は次の３点。
①環境都市箕面実現のために

すべての市民が、地域の環境を自らのこと、自らのものであると認識し、地域の活力をいかすため、アドプト
活動支援や地域住民主体で取り組める仕組みを発展させる。
②すべての市民がいきいきと暮らせるまちをつくるために

安全・安心のまちづくり、健康・スポーツ教室の開催、気軽にまちを移動できるシステムづくり、働きながら
子育てができる環境づくり、子どもの教育環境の充実など、市民がいきいきと暮らせるまちづくりを進める。
③行財政改革と市役所改革を進めるために

「箕面市集中改革プラン」に基づく経費削減策、歳入増加策を実行するだけでなく、業務の見直しや職員の意
欲及び能力の向上に力を入れ、市民に対して行政情報の提供を徹底する。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １５５，４５３百万円　対前年度比 １２.７％増

平成１８年度一般会計予算 ３３８，８００百万円　対前年度比 ３１.３％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

箕 面 市



１．一人ひとりが輝くまち

①東能勢中学校改築事業 ４６，４１２

（継続費総額　７４，６３４）

②小・中学校及び幼稚園整備事業 １，９７８

③ユーベルホール施設整備事業 ３５８

④除細動器導入事業新○ １６８

⑤オンリーワン・スクール事業 ２１１

⑥学習支援事業 ５０

⑦不登校等支援事業 １４８

⑧緊急情報配信事業新○ １００

⑨ふれあい広場整備事業 １８５

⑩図書館図書購入及び視聴覚資料購入事業 ９２２

⑪文字活字文化振興事業新○ ４４

２．健康で安心して暮らせるまち

①コミュニティソーシャルワーカー配置事業新○

５８０

②障害者給付認定審査会共同設置事業新○ １４５

③街かどデイサービス支援事業 ９７０

④介護予防事業 １，０４１

⑤包括的支援等事業新○ ２，３６２

３．うるおいと環境共生のまち

①わがまちナンバーワン事業 ２０

②地域のシンボルづくり事業 ４０

③豊能郡環境施設組合負担金事業 １１９，５９４

④猪名川上流広域ごみ処理施設組合負担金事業

１２，３６０

⑤町道等維持補修事業 ３，００２

⑥道路舗装事業 ３，０００

⑦町道等管理事業 ３２９

⑧公園・緑地整備事業 ３１５

⑨防災推進事業 １２２

⑩国民保護計画策定事業新○ ３４

⑪公共施設等花いっぱい運動推進・支援事業

２７０

⑫豊能地域メディカルコントロール体制整備事業

８０

⑬消防教育派遣事業 １８５

４．活力と働きがいのあるまち

①農空間整備事業 １，９４４

②コミュニティ整備事業新○ １１５

③食育推進事業新○ １８３

④農水緑ふれあい交流事業 １４３

⑤エコ農産物推進補助事業 ８６

⑥野生鹿・猪等農林業被害防止事業 ２１６

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

地方特例交付金の補填額が縮減されることに加え、国勢調査による人口の減少により普通地方交付税の減

額が予定されるなど歳入を確保することが困難な状況にある一方で、歳出においては、避けることができな

い大型事業に多額の一般財源を必要としている。こうした事態を乗り越えるために、平成１４年度から５カ年

計画で実施してきた｢行政改革見直し実施計画｣を更に見直し、平成１８年度から｢新行財政改革推進計画｣とし

て抜本的な財政構造の見直しに着手しており、限られた財源の中で住民が元気で安心して暮らせるまちづく

りを進めるなど、諸施策を推進する予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １４，５７０百万円　対前年度比　０.０％あ

平成１８年度一般会計予算 １７，７３２百万円　対前年度比 ８.７％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

豊 能 町
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１．能勢の美しい景観と環境の育成

①交通対策事業 ２，５４１

②簡易水道統合整備事業 １１３，７４６

③公共下水道事業 １５，３３６

④農業集落排水事業 １５，３７６

⑤一部事務組合負担金（豊能郡環境施設組合、猪

名川上流広域ごみ処理施設組合） ５３，８６５

⑥環境基金事業 ７９４

⑦里山事業 ６７

⑧獣害対策事業 ３９９

⑨土砂災害総合整備事業 １，９００

⑩町道整備事業 ４，０００

⑪法定外公共物維持管理新○ １００

⑫松くい虫防除事業 １，０５６

⑬森林整備事業 １９３

２．人材の育成と能勢文化の創造

①淨るりシアター自主事業 １，０００

②文化芸術による創造のまちづくり事業（「全国人形芝

居サミット＆フェステイバル」開催） ２，３００

③小中高連携事業・中高一貫教育 ３７２

④外国人教師招致事業（小・中） ２５３

⑤小中学校安全対策事業 ２，０４３

⑥歌垣小学校体育館改修事業 ３，２００

⑦田尻小学校給食室改修事業 ２，３００

⑧心の相談員活用調査研究事業 １１４

⑨浄るり公演事業（後継者育成） ２００

⑩黄色いハンカチ事業新○ ８７

３．ふれあいと生きがいのある地域づくり

①公共施設循環バス運行 １，６３３

②身体障害者福祉事業 １０，９７９

③障害者計画策定新○ ３３５

④老人福祉事業 １，４０５

⑤医療費助成制度 ５，７５６

⑥介護保険事業新○ １，４０３

⑦児童福祉施設（保育所）運営 ５，５０６

⑧次世代育成対策（子育て支援）事業新○ ２９３

⑨子育て支援センター運営 ５６

⑩学童保育事業 ２２９

⑪豊能圏域医療対策運営 ８５

４．自然を活かした個性ある産業の育成

①中山間地域総合整備事業 １，８３０

②経営体育成基盤整備事業 ５３６

③経営体育成促進事業 １３０

④観光案内所運営新○ １８７

⑤土地利用計画調査事業 ２５０

⑥商工支援事業 ５７０

⑦農産物開発振興事業 ５０

５．計画の推進に向けて

①広報「のせ」「声の広報」発行 ６６４

②まちづくり計画検討 ３８

③火葬場基本計画策定事業新○ ２１１

④町制５０周年記念事業新○ ２５０

⑤総合行政システム開発導入事業 ６，４２４

⑥職員研修事業 １０９

⑦国民保護計画（市町村計画）策定 ５６

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度当初予算については、固定資産税の評価替えによる減収見込みと地方交付税や臨時財政対策債の
算定数値となる国勢調査人口の大幅減による減収見込みにより、歳入面において非常に厳しい状況の中での予
算編成となった。
一方、歳出面においては、豊能郡環境施設組合のダイオキシン汚染土壌無害化処理に係る本町負担分約３億

円の計上と、医療給付比の増加等にともなう各特別会計への繰出金が約６，６００万円の増加となる見込みであり、
一般会計においては、昨年度当初予算費７．８パーセント３億１，６００万円の増加となり、当初予算においては５
年ぶりとなる財政調整基金からの繰入を４億１００万円、その他の特定目的基金からも１億１２６０万円繰入れを行う
ものである。また、７特別会計を含めた予算総額は、統合簡易水道事業と公共下水道事業の事業費の減により、
昨年度当初予算比３．４パーセント、３億５,９３９万の減となった。
そのような状況の中での予算編成にあっては、全ての事務事業に対して事務事業評価を実施し、その評価結

果によって各種事業予算を根底から見直し、加えて経常経費の徹底的な削減を図った。また町制施行５０周年を
迎える本年を「能勢町新生元年」と位置づけ、次代に責任がもてるまちづくりに向け子育て支援を含めた地域
福祉の推進、教育環境の整備や地域産業・観光の振興など、本町が推進すべき主要施策に重点的に財源を配分
したものである。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １０，３４５百万円　対前年度比 △３.４％減

平成１８年度一般会計予算 ４，３６７百万円　対前年度比　７７.８％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

能 勢 町



摂津市
■面積
行政区域面積 １４．８７H

市街化区域面積 １，３４９ha

■人口動態
人　　口 ８４，９９７人
世 帯 数 ３３，９９０世帯
人口密度 ５，７１６人／H

人口伸率 △０．１％
高齢化率 １１．６％

茨木市
■面積
行政区域面積 ７６．５２H

市街化区域面積 ３，３１１ha

■人口動態
人　　口 ２６７，９７６人
世 帯 数 １０５，６６６世帯
人口密度 ３，５０２．０人／H

人口伸率 ２．８％
高齢化率 １２．４％

吹田市
■面積
行政区域面積 ３６．１１H

市街化区域面積 ３，６１１ha

■人口動態
人　　口 ３５３，８５３人
世 帯 数 １４９，１７４世帯
人口密度 ９，７９９．３人／H

人口伸率 １．７％
高齢化率 １２．９％

三 島 地 域

高槻市
■面積
行政区域面積 １０５．３１H

市街化区域面積 ３，３２９ha

■人口動態
人　　口 ３５１，８０３人
世 帯 数 １３７，６５６世帯
人口密度 ３３４０．６人／H

人口伸率 △１．６％
高齢化率 １４．４％

島本町
■面積
行政区域面積 １６．７８H

市街化区域面積 ３３７ha

■人口動態
人　　口 ２９，０５４人
世 帯 数 １０，８６５世帯
人口密度 １，７３１．４人／H

人口伸率 △３．６％
高齢化率 １３．３％
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１．すべての人がいきいき輝くまちづくり

①すいた男女共同参画プランの推進と後継計画の

検討 ７７

２．市民自治が育む自立のまちづくり

①まちづくり吹田学塾を開設新○ ２１６

②山田駅前公共公益施設整備事業 １，３７６

③市民会館改修事業 ２６５

３．健康で安心して暮らせるまちづくり

①私立保育所の地域子育て支援センター機能の

充実 ２００

②育児支援家庭訪問事業新○ １３

③（仮称）療育センター建設事業 １２，０３１

④地域支えあいネットワーク整備推進モデル事業

新○ ３，６０１

⑤がん検診事業 ６６５

⑥居宅サービスに係る利用者負担額の助成事業新○

１，０４７

４．個性がひかる学びと文化創造のまちづくり

①小学校英語活動推進事業 ５８２

②特別支援教育事業 ３８４

③青少年野外活動センター再整備事業 ２，０７０

④（仮称）芸術文化館の構想づくり事業 １１４

５．環境を守り育てるまちづくり

①環境美化事業 ３７８

②環境計画見直し事業新○ ２５０

③廃棄物処理施設整備事業 １４，５５７

④やすらぎ苑整備事業 １６，４４７

⑤環境監視事業 ３６０

６．安全で魅力的なまちづくり

①吹田市地域安心安全コミュニティスポット設置

補助事業新○ ６０

②災害危険度判定調査事業 １，３００

③アスベスト対策工事事業新○ ２０，００９

④消防本部・西消防署合同庁舎建設事業１５１，４０４

⑤東部拠点整備事業 ５，１２７

⑥千里山周辺整備事業 ３，９２３

⑦西吹田駅前線立体交差事業新○ ５１０

⑧コミュニティバス運行事業 ３，２８２

⑨江坂自転車等対策社会実験事業新○ ９４４

７．活力あふれにぎわいのあるまちづくり

①商工振興施策検討事業 ４６

②創業・企業育成ソフト支援事業 ３００

③空き店舗活用促進事業補助金交付事業 １，３９５

④北摂府民フォーラム事業新○ ３００

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

歳入全体のおよそ６割を占める市税収入が、前年度比較で１．７％の微増と見込んでいる。その他の財源で

は、所得譲与税・配当割交付金・株式譲渡所得割交付金の大幅な増を見込んでいるが、児童手当・児童扶養

手当負担金等の国庫負担金の大幅な縮減の影響が見込まれ、一般会計歳入全体では０．６％の減、およそ１２

年ぶりに１，０００億円の大台を割り込んだ非常に厳しい内容となった。一方、歳出面では、廃棄物処理施設建

設工事、東部拠点整備事業の２大プロジェクトが動き出したことや、既存の施設の改修工事の増加等により

投資的経費が突出している状況にある。予算編成に当たっては、一層の歳入確保を図りつつ、徹底した事務

事業の見直しや、投資的経費の精査をはじめ、シーリングの継続、前年度より導入した「枠配分型予算方

式」の対象拡大により更なる歳出の削減を図ったが、６４億円もの財源不足が見込まれるため、財政調整基

金の取り崩しと臨時財政対策債の発行を４年間続いて行わざるを得ない状況であり、財政の硬直化が一層進

行する状況となっている。このような厳しい財政状況にあっても、「福祉・健康」「青少年」の施策はもとよ

り、「安心・安全」「環境」「都市創造」等に関する施策について、可能な限り充実することとした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １８４，１３７百万円　対前年度比 １.０％増

平成１８年度一般会計予算 １９９，６８２百万円　対前年度比 ０.６％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

吹 田 市 ※



１．心がかよう共につくるまちづくり

①旧牧田・旧庄所小学校跡地の地域活動拠点施設整備４０，８１９

②生涯学習センター事業 ４，６６９

③男女共同参画社会づくり １，４６９

２．やさしさとやすらぎのまちづくり

①乳幼児医療費助成の対象年齢拡大（４歳未満児

から５歳未満児へ） ６，７２６

②つどいの広場事業（４か所） １，６４０

③ケアハウス等の社会福祉施設の整備促進３９，５６３

④障害者福祉施設整備支援 １５，９３０

⑤高槻温心寮の施設整備支援 １０４，８１５

⑥「地域福祉活動計画」の策定支援 ６１

３．ひとが輝く育みのまちづくり

①子育て総合支援センター建設 ８１，９７７

②学校園２学期制を３中学校区で試行 ９６８

③少人数授業を小学校三年生まで拡充 ６，１６６

④公立幼稚園の保育室と遊戯室全てに冷房設備設置 １６，９２０

⑤ブックスタート事業の開始 ５１８

⑥桜台・柱本学童保育室に第２室目の保育室を整備３，８００

⑦（仮称）牧田運動広場、（仮称）庄所運動場の整備 ２５，５３２

⑧食育フェアの開催、かるた・紙しばい製作 ３１８

⑨小学生全員に防犯ブザー配布 ６４４

⑩幼稚園と中学校にカメラ付きインターホンの設置３，５００

⑪就労支援型預かり保育実施のための整備工事 １，０００

４．調和のとれた都市環境のまちづくり

①ＪＲ高槻駅北東地区市街地整備計画の策定 ３１６

②富田駅周辺のまちづくり ４，８０５

（まちづくり検討、ＪＲ・阪急バリアフリー化）

③第二名神自動車道関連事業（関連道路基本設計）３，０１７

④古曽部中央公園施設整備・体育館実施設計６１，７３０

⑤（仮称）清水池公園整備（清水池デッキ改修など） ４，５００

⑥芥川創生の検討 ５００

５．安全で快適なまちづくり

①橋梁の耐震診断 ２，５００

②民間建築物に対する耐震診断費用の支援拡充 １，０００

③洪水・土砂災害ハザードマップを市内全世帯に配布 １，４００

④芥川地区河川防災ステーション整備 １９，７０９

⑤公共施設耐震化基金の拡充 １００，０００

⑥街路灯の照度アップ（８０灯から２００灯へ拡充）１，１５５

⑦アスベスト対策（民間建築物調査費用支援） ６００

⑧自家用車等への啓発ステッカー貼付け ３００

⑨「高槻市まちの美化を推進する条例」の制定 ５０

⑩「（仮称）地域新エネルギービジョン」の策定 ８３８

⑪葬祭センター全体運用開始 １１，０７３

⑫避難所となる小中学校体育館の耐震改修工事等 ２５，８００

６．にぎわいと活力のあるまちづくり

①ビジネスコーディネーターの派遣による支援 ９０４

②「高槻市企業立地促進条例」の制定 ４６

③米粉パン用製粉設備への支援 ４１２

④山林地籍調査事業への支援 ５１０

⑤関西大学高槻キャンパスのアイスアリーナ建設

への支援 ２，５００

７．計画の推進にあたって

①広報 １２，７２４

②広聴・市民相談 １，４１０

③外部監査制度 １，６００
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本市の財政状況は、恒久減税の見直しや、景気回復の兆しが見えつつあることなどから、市税収入は平成１０年度

以来の増収となっているが、三位一体改革等により、地方交付税や臨時財政対策債が大きく落ち込んでいることに

加え、団塊世代の職員の退職にともなう退職手当の増、市民の高齢化による民生関係の扶助費、繰出金の増など、引

き続き厳しい状況が続いています。そのような厳しい状況の中、予算編成に行政評価の結果を反映させることで、事

務事業の選択と集中を行い、重点施策である「子育て・教育・食育」、「安全・安心のまちづくり」、「都市機能の充

実」への取組に対して重点的に予算を配分するなど、より効率的・効果的な予算編成を行いました。

高 槻 市

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ２０３，２２７百万円　対前年度比 ２.１％増

平成１８年度一般会計予算 １９４，６２３百万円　対前年度比 ３.１％増

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────
予算額
単位万円

予算額
単位万円

※



１．行政改革の推進

①行財政改革指針の策定 １７

②（仮称）市民活動センターの開設新○ １，４５０

③市ホームページの充実 ４８５

２．福祉の充実

①いきいきネットの整備 ８，４７５

②介護予防サービスの実施新○ １７，４８１

③成年後見制度の利用支援新○ １００

３．地域経済の活性化

①企業立地の促進 ３，４００

②中小企業者の融資助成制度の拡大 １，７２７

③観光案内端末設置新○ ２５０

④（仮称）茨木市里山センター整備新○ ２，０８０

４．教育・文化やスポーツの振興

①不審者情報メールの配信を拡充 ２４７

②子どもの安全見まもり隊の活動支援新○ １６０

③「子どもの安全をまもる市民集会」の実施新○ ３５

④留守家庭児童会の開設時間延長新○ １，２７９

⑤ＣＡＰ（子どもへの暴力防止）研修の実施 新○ ４０

⑥青色防犯パトロールを支援新○ ４２０

⑦小・中学校の学力向上 ３７８

⑧家庭の教育力専門指導員を派遣新○ ２６７

⑨奨学金制度の拡充 ３，２６０

⑩教育相談の充実 １，２４３

⑪小学校施設の整備 ５７，９５８

⑫天王小学校の増築 １２，８００

⑬彩都西小学校の増築 ２１，５００

⑭中学校施設の整備 ５８，６７７

⑮（仮称）第１５中学校の建設 １４９，３６９

⑯空調機器の設置 ５，６４６

⑰総合型地域スポーツクラブの活動を支援新○２００

⑱家庭教育講演会の実施新○ ５０

⑲文化財シンポジウムの開催新○ １１６

５．子育て支援策の推進

①乳幼児医療助成の拡充 ５６，３２２

②つどいの広場の設置運営支援を拡大 ６，０３８

③公立幼稚園での預かり保育の拡充 ６９８

④心理判定員の追加配置新○ ３２４

⑤母子家庭自立支援の充実 １，３８０

⑥留守家庭児童会への障害児の受入れ ５９１

６．住みよい生活環境の確立

①大阪府・三島地域合同防災訓練の実施 ２００

②耐震性緊急貯水槽の整備 ８，４００

③防災情報の充実強化新○ ６８

④耐震対策推進補助の拡充新○ ２５０

⑤ごみ袋透明化のモデル実施新○ １７１

⑥ごみの分別収集のモデル実施新○ ８２０

⑦環境マネージメントシステムの構築新○ １，１３０

⑧太陽光発電設備導入補助の拡充 ９６０

⑨建築物のアスベスト調査経費を助成新○ １２５

⑩幼稚園・保育所の緑化を推進 ２，３２０

⑪道路の新設・改良 ５７，６９５

⑫街路の整備 １９４，０５９

⑬阪急総持寺駅にエレベーターを設置 ６，６６７

⑭モノレール駅前に自転車駐車場を整備２３，２０５

⑮高機能消防総合情報システムの整備 ４３，４５０

⑯ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の整備新○ １，７０５
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度の歳入見通しは、市税収入に若干の伸びが見込まれるものの、三位一体の改革等の影響により、厳しい

ものになると予測される。一方で、少子・高齢化や環境問題、災害への備えなど、社会経済情勢の変化に伴い、行政

需要は増加している。このような状況の中、予算編成に当たっては、昨年度に引き続き「総額枠管理方式」を採用す

るとともに、既存経費の徹底した見直しを行った。また、効率的な行政運営を推進しつつも「安全」「環境」「子育

て」等、時代の要請に応えた施策の展開を図るため、事業の重点化と効果的・効率的な予算配分に努めた。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １５１，８６２百万円　対前年度比 １.６％増

平成１８年度一般会計予算 １７４，５５０百万円　対前年度比 ０.１％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

茨 木 市 ※



１．快適な都市機能

①南千里丘まちづくり事業 ７８

②吹田操車場跡地利用検討事業 ６０

２．健康な心と体

①人権啓発推進事業 ３１６

②せっつ女性プラン推進事業 １１４

③地域福祉活動拠点整備補助事業新○ ７００

④ＪＲ千里丘駅エレベーター設置補助事業新○

４，１６７

⑤高齢者日常生活支援事業 １，７６８

⑥包括的地域支援事業新○ ３，８００

⑦コミュニティソーシャルワーク事業 ２，４１１

⑧障害者自立支援事業新○ ３，１０２

⑨障害者福祉作業所運営補助事業 １１，８２４

⑩地域子育て支援補助事業 ７１９

⑪安全対策事業新○ ３６２

⑫母子家庭等自立促進計画策定事業新○ １２２

３．文化と教育

①音楽祭開催事業 ６６２

②生涯学習フェスティバル事業新○ １００

③夏休み学校へ行こうプラン推進事業新○ ７６

④小学校耐震補強等事業 １，１４５

⑤小学校統廃合事業 １，９０４

⑥安全対策事業 １，６０４

⑦進路選択支援事業新○ １０

⑧適正配置に伴う児童支援プログラム事業新○ ４０

⑨文化振興計画策定事業新○ ２８

４．産業と消費

①経営者等人材育成事業 １０

②消費生活相談ルーム事業 ６７２

５．快適な都市環境

①市営住宅建替え基本構想策定事業新○ ３３０

②電波障害調査事業新○ ４００

③子どもの安全安心都市宣言啓発事業新○ ３５

④応急手当普及啓発活動事業 ４３

⑤防災資機材及び備蓄用品整備事業 ２９８

⑥防災対策事業 １，１５４

⑦消防活動事業 １，３７１

⑧消防本部車両・資機材整備事業 ９，４７８

⑨ごみ減量対策事業 ３，８９２

⑩千里丘東２３号線道路改良事業新○ １，４９６

⑪千里丘南千里丘線歩道改良事業新○ ４００

⑫公共施設巡回バス運行試行事業新○ ５０８

⑬ポンプ場管理事業 ４，６５８

６．自立と協働

①広報事務事業 １，８５３

②創造的人材育成事業 ４３８

③課税事務事業 ３，１３８

④市制４０周年記念式典事業新○ ５００

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ５６，３９３百万円　対前年度比 １.９％減

平成１８年度一般会計予算 ２９，０７６百万円　対前年度比 ３.７％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

摂 津 市
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１８年度一般会計当初予算では、市税の増加が見込まれ、前年度にピークを迎えた公債費が減少するもの

の、扶助費や退職手当が増加するため、依然財源不足は解消できず、基金からの繰入れで補っている。こう

した厳しい財政状況のなか、予算編成では「行財政改革第３次計画」に基づき、事務事業評価を活用し、限

られた財源の重点的かつ効率的配分と経費の削減合理化に努めた。その結果、今年度は「安全・安心のまち

づくり」、「障害者の自立支援」、「地域」、「女性」をテーマとし、これらの施策に最大限配慮した予算となっ

ている。
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１．人間尊重

①人権啓発事業 ４５１

②社会啓発事業 ４３７

２．自然環境の保全と都市環境の整備

①森林保全整備事業 ５，１２５

②公害対策事業 ４７５

③地球温暖化対策事業 ２７９

④水辺のシンボル生物育成事業 １６７

⑤不法投棄ゴミパトロール事業 ２１７

⑥美化推進事業 ２，５０５

⑦防災計画事業 ５３３

⑧国民保護計画策定事業 ８７０

⑨土砂災害情報相互通報システム整備事業

１，３０２

⑩雨水対策事業 ３９７

⑪ＡＥＤ設置事業 ２５１

⑫自転車等駐車場整備計画策定事業 ９２５

３．自律・創造・協働

①自治振興事業 ７７３

４．まちの基盤整備

①法定外公共物データベース作成事業 ５６７

②ＪＲ新駅設置事業 ４４，３５０

③桜井跨線橋補修事業 ６００

５．保健・医療・福祉

①母子保健事業 １，３１０

②地域福祉推進事業 ４，６００

③福祉対策事業 ２，７６５

④地域子育て支援事業 ６８０

⑤母子自立支援事業 １７１

⑥年長者援護事業 １，０５３

⑦地域福祉推進事業 ５９５

⑧高齢者在宅福祉事業 ３，４４４

⑨障害者自立支援事業 ３６０

⑩障害者更生援護事業 ７，５３４

⑪在宅障害者援護事業 １０，０２７

⑫地域福祉推進事業 ３３０

⑬福祉計画策定事業 ５９１

⑭交通バリアフリー基本構想策定事業 ５３８

６．教育・生涯学習

①第二小学校旧校舎改築事業 ３３，１１４

②英語特区事業 ３，５８８

③地域教育力活性化事業 ２０２

④青少年教育事業 ４３０

⑤社会人権教育事業 ６３０

⑥スポーツ振興事業 ６８０

⑦歴史文化資料館整備事業 ６８０

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度歳入は、納税者人口の減少や国庫補助金・地方交付税の縮減などにより、収入は減少するもの

と見込まれる。一方、歳出は、住民の安全・安心などの新たな行政課題や少子高齢化への対応、職員の大量

退職に伴う退職手当の支給などによる支出の増加が見込まれ、財政全体では依然として厳しい状況が続くも

のと思われる。このような中、引き続き思い切った行財政改革を推進するとともに、ＪＲ新駅の設置を始め

とした都市基盤の充実や、まちの財産である自然環境の保全、ボランティア等の地域人材の育成等、行動す

る役場を通じた地域力の向上をめざす予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額　１８，１５２百万円　対前年度比　１４.８％増（１８.７％増）

平成１８年度一般会計予算　１１，０００百万円　対前年度比　２５.５％増（１４.０％増）

予算額
単位万円

予算額
単位万円

島 本 町 ※
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枚 方 市  

交野市  

大東市  

門真市 

守口市   守口市 
  寝屋川市 

四條畷市 

北 河 内 地 域

交野市
■面積
行政区域面積 ２５．５５H

市街化区域面積 ９１６ha

■人口動態
人　　口 ７７，６４３人
世 帯 数 ２７，２７４世帯
人口密度 ３，０３８．９人／H

人口伸率 ０．９％
高齢化率 １１．９％

枚方市
■面積
行政区域面積 ６５．０８H

市街化区域面積 ４，１３７ha

■人口動態
人　　口 ４０４，００４人
世 帯 数 １５５，５９５世帯
人口密度 ６，２０７．８人／H

人口伸率 ０．４％
高齢化率 １２．４％

寝屋川市
■面積
行政区域面積 ２４．７３H

市街化区域面積 ２，０７６ha

■人口動態
人　　口 ２４１，８２５人
世 帯 数 ９５，８８５世帯
人口密度 ９，７７８．６人／H

人口伸率 △３．６％
高齢化率 １２．６％

四條畷市
■面積
行政区域面積 １８．７４H

市街化区域面積 ５９０ha

■人口動態
人　　口 ５７，３３９人
世 帯 数 ２１，４０９世帯
人口密度 ３，０５９．７人／H

人口伸率 ４．０％
高齢化率 １２．１％

大東市
■面積
行政区域面積 １８．２７H

市街化区域面積 １，１８７ha

■人口動態
人　　口 １２６，４７８人
世 帯 数 ４９，０３５世帯
人口密度 ６，９２２．７人／H

人口伸率 △１．９％
高齢化率 １２．３％

門真市
■面積
行政区域面積 １２．２８H

市街化区域面積 １，１８６ha

■人口動態
人　　口 １３１，６７４人
世 帯 数 ５５，３７３世帯
人口密度 １０，７２２．６人／H

人口伸率 △２．９％
高齢化率 １２．４％

守口市
■面積
行政区域面積 １２．７３H

市街化区域面積 １，１７８ha

■人口動態
人　　口 １４７，４７９人
世 帯 数 ６２，９３０世帯
人口密度 １１，５８５．２人／H

人口伸率 △３．２％
高齢化率 １５．３％



１．健康で心ふれあう生きがいのあるまちづくり

①乳ガン検診へのＸ線撮影の追加新○ ６１０

②麻しん・風しん混合ワクチン予防接種の実施新○

１，２０４

③公害認定患者のインフルエンザ予防接種助成新○

３４

④児童手当の拡充新○ ２５，３３２

２．創造性をはぐくみ文化に親しむまち

①中国中山市との友好関係締結１８周年記念行事新○

２０６

②守口小学校、梶中学校の整備新○ ４，６４８

③小中学校の耐震対策 ２，３５５

④もりぐち児童クラブの創設新○ ２６，８６２

⑤土居小学校閉校に伴う工事新○ ９００

⑥生涯学習情報センターの改修新○ ２，６５７

⑦市民体育館の改修新○ １，３００

３．花と緑と水辺のある快適な定住空間

①（仮称）金田南公園の整備 ３，６１８

②住宅市街地総合整備事業新○ ７，０２３

③都市計画道路八島大久保線整備の促進 １４，０９６

④交通バリアフリー道路の整備 １，６８８

⑤一般道路の整備 １，３９４

⑥交通安全施設の整備 ３，１４９

⑦自転車放置禁止区域の設置 ２３０

⑧未利用地の活用事業新○ １７５，５５６

４．豊かな暮らしを支える安全なまち

①国民保護計画の策定新○ ４４

②自主防災組織の結成促進 ７０

③広域産業フェアへの参加支援新○ ５０

④クリーンセンターストックヤードの建設

１３，８００

⑤し尿処理場残存汚泥の処理委託事業新○ ４，８７３

５．基本構想を実現するために

①本会議及び委員会会議録のネット公開新○ ４００

②指定管理者制度の導入新○ ４９，３１７
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本市は、隣接する門真市との合併協議を進めてきたが、平成１６年９月の住民投票において合併反対の意思
表示が多数であったことから、単独での財政健全化を目指し平成１７年度～２３年度を計画期間として「財政
危機対策指針」を策定し、あらゆる事業を見直すなど、財政の健全化に取り組んでいる。平成１８年度の当初
予算の総額は、一般会計と公共下水道事業会計などの特別会計を合わせて９６４億３,１２１万円で、前年度当初予
算額に比べて１．３％の増加となっている。一般会計の当初予算は５３０億２,０００万円で、昨年度予算額と比べ
て２．２％の増加となっている。このような状況にあって、平成１８年度の主要施策は、市民生活に密着した緊
急性の高い事業に重点化し予算を投入した。健やかな暮らしを支える市民総合健康診査の乳ガン検診へのＸ
線撮影の追加、ごみ減量・再資源化を進めるためのストックヤードの建設、災害に強いまちを目指す住宅密
集地区の生活道路の拡幅、小中学校の耐震対策、子どもたちの安全な居場所を確保するもりぐち児童クラブ
の創設などを実施する。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ９６，４３１百万円　対前年度比 １.３％増

平成１８年度一般会計予算 ５３，０２０百万円　対前年度比 ２.２％増

予算額
単位万円

守 口 市

予算額
単位万円



１．人と自然が共生する環境保全のまち

①仮称第２清掃工場建設事業 ２６９，６６２
②地球温暖化防止地域計画策定事業新○ １００
③中小企業エコアクション２１認証取得助成事業 新○ ５０
④緑のじゅうたん・カーテン事業 １，６１５
⑤津田山の整備事業 ３，６５０
⑥自然環境調査事業新○ ３００
⑦印田町ふれあい公園整備事業新○ ９，９４９
⑧道路・公園アダプト事業 ９１
２．やすらぎのなか、世代をつないで住みつづけるまち

①火葬場整備事業 １，０５９，４９９
②安心安全基金新○ １２，００５
③ＡＥＤ（自動体外式除細動器）設置事業 新○ ２，０００
④庁舎本館・別館耐震改修事業 １８，１３６
⑤既存民間建築物耐震改修促進事業新○ ９５７
⑥地域青色防犯パトロール整備事業新○ ３０
⑦京阪本線連続立体交差事業 ２４８
⑧枚方藤阪線・楠葉中宮線整備事業 ６７，９６６
⑨枚方市鉄道駅バリアフリー化設備整備事業 新○ １，６４６
⑩岡本町１号線横断歩道橋設置事業新○ １１，６２５
⑪公共下水道整備事業 ５３０，９７５

３．魅力にあふれ、生き生きとしたまち

①枚方市産業活性化支援補助事業新○ １，２００
②枚方市企業誘致促進奨励金事業新○ ２，６００
③総合文化施設・新庁舎整備計画事業 新○ ７４０，７８７
④枚方フェスティバル協議会事業新○ ６００
⑤市制施行６０周年プレ事業新○ １，１７０
⑥歴史的景観保全事業 ３，２３０
⑦牧野駅前広場整備事業 ５，１３０
⑧津田駅東口駅前広場整備事業新○ ７，６１６

⑨香里園駅東地区市街地再開発事業 ６００
４．健康で心豊かな自立と共生のまち

①地域生活支援事業新○ ２８，５９６
②街かどデイハウス事業 ４，９００
③新病院整備計画調査事業 ３４７
④高度救命救急医療推進経費新○ ４，５００

５．ふれあい、学びあい、感動できるまち

①小学校耐震診断・実施設計委託 ９，０００
②学校安全監視事業 ６，１２９
③夜間保育事業新○ ６，５６３
④一時保育・特定保育事業新○ ３，１３２
⑤給食調理場建設事業 ３８，１７０
⑥留守家庭児童会室パイロット事業新○ ３６０
⑦教育のあり方を考える懇話会事業 ９９
⑧小中一貫英語教育研究事業新○ １，０８１
⑨授業の達人養成事業新○ １００
⑩子ども芸術文化育成支援事業新○ １００
⑫歴史遺産の整備・保存事業 ２，７１５
６．みんなでつくる分権・市民参加のまち

①地域通貨事業 ３５０
②元北牧野小学校跡地集会施設建設事業新○ ２４，８００
③市民参加条例の制定事業 ２６
④広報特派員事業新○ １９
⑤インターネット公売事業新○ ２９２
⑥土地開発公社健全化 ７４，３４０
⑦統合型ＧＩＳシステム・人事給与システム構築
事業 ５３，４００
⑧包括外部監査関係経費新○ １，００４
⑨公会計制度調査研究事業新○ １６０
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歳入は、市税については前年度当初予算と比較して、約１０億円増（１．８％）の５４５億円を計上している。ただ
し、定率減税縮減の影響額を除くと、ほぼ前年並の規模となる。また、｢三位一体の改革｣の影響としては、国庫
補助負担金が▲２０億円、税源移譲の暫定措置である所得譲与税は総額で２１億円となった。地方交付税について
は、大幅な減少傾向が続いている。
歳出は、人件費、公債費が連続して減少しているが、扶助費が連続して増加しており、投資的経費では、２年
ぶりに７０億円以上を確保した。予算編成にあたっては、平成１６年度から引き続き、包括予算制度による効率的・
効果的な予算配分に努めた。
２大プロジェクトである、火葬場建設及び周辺整備事業、清掃工場建設事業については、それぞれの完成目標
年度に向け、引き続き着実に実施する。また、大規模地震への対応から日常の防犯体制に至るまで、市民生活の
基礎となる、安心・安全のまちづくりを進める。教育・子育て環境の充実として、変化の激しい社会を心豊かに、
たくましく生き抜いていく力を養う教育環境と、子供を安心して育てることのできる環境の整備を充実する。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ２２８，７１８百万円　対前年度比 ６.６％増

平成１８年度一般会計予算 １０３，４００百万円　対前年度比 ２.１％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

枚 方 市 ※



１．元気でいきいき活動できるまちづくり

①第３期ねやがわ男女共同参画プラン中間見直し

新○ １７２

②女性のための法律相談新○ ３９

③コミュニティソーシャルワーカーの配置新○

１，７４０

④地域包括支援センター運営事業新○ １０，５６４

⑤こどもプラン推進地域協議会 ２０

⑥保育所施設整備助成事業 １８，８１５

⑦生活保護適正化事業 １，９１１

２．安全で安心してくらせるまちづくり

①住居表示未実施区域整備事業 ５，０６８

②寝屋南土地区画整理事業新○ ６，２１６

③寝屋川市駅東地区市街地再開発事業 ４，２９０

④香里園駅東地区市街地再開発事業 ４４６，３８３

⑤京阪萱島駅周辺地区交通バリアフリー推進事業

５，０６２

⑥ＪＲ東寝屋川駅周辺地区交通バリアフリー推進

事業 １，２００

⑦バスルート新設に伴う負担金新○ ２，６３０

⑧京阪本線連続立体交差事業 ２７７

⑨都市計画道路寝屋川駅前線事業新○ １００

⑩都市計画道路萱島堀溝線事業 １２７，４２２

⑪市道国守中央南北線事業 １３，５１４

⑫納骨・合葬施設整備事業新○ ２９，５００

⑬自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置新○ １２０

⑭中木田中学校校庭貯留浸透施設設置工事新○

３，７００

⑮環境美化推進事業 ３０８

３．文化を創造し生きる力を育むまちづくり

①小・中学校老朽化対策及び耐震補強事業 ３５，４８０

②小・中学校アスベスト対策事業 ２，６６０

③学校教育ＩＣＴ環境整備事業 ３，８１５

④国際理解教育推進事業 ６，２４６

⑤子ども読書活動推進関連事業新○ ６００

⑥旧池の里小学校跡地利用に伴う施設整備管理事

業新○ １７，２２１

⑦旧明徳小学校跡地利用に伴う施設整備管理事業

新○ １，９６１

⑧寝屋川音楽祭の開催 ３３３

４．くらしを支える活力あるまちづくり

①産業振興センター事業 １，５００

②商店街等活性化支援事業新○ ３００

③産学・企業間交流促進事業新○ ６０

④中小企業経営・技術支援事業新○ ６０

⑤公募補助金交付事業新○ ２，０８６

５．元気都市　寝屋川づくりを推進していくために

①（仮称）みんなのまち条例策定事業 １１６

②市政に関するアンケート調査新○ １４０

③自動電話催告システムの導入新○ １，７８０

④内線ＩＰ電話網の整備新○ ３９９
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平成１８年度予算は、税制改正と景気回復等により市税収入が９年ぶりに増となったものの、「三位一体の

改革」による影響などもあり、依然として厳しい状況であるが、行財政改革の積極的な推進はもちろんのこ

と、さらなる経費の縮減と創意工夫による事務の効率化を進めるため「部局別枠配分制度」を導入し、各部

局の主体性と自己責任のもと、より効率的・効果的な予算編成に取り組んだ。

限られた財源の中で、将来のまちづくりを見据え、「寝屋川市駅東地区」、「香里園駅東地区」の再開発事

業を推進し、また、子どもの安全・安心のため、耐震補強工事等及び次代を担う人づくりのため、学校教育

ＩＣＴ環境整備を実施するなど、市民の視点にたったまちづくりを推進し、市民サービスの向上につながる

予算編成をおこなった。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １４１，３９６百万円　対前年度比 ５.５％増

平成１８年度一般会計予算 １７３，４０５百万円　対前年度比 ４.３％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

寝屋川市 ※



１．「互いに尊重し、健やかで、心安らかに暮らせる

まち」に向かって

①地域支援事業新○ ８，９８６

②障害者自立支援事業 ８０，５９２

２．「多様な個性が結び合い、心の通う楽しいまち」

に向かって

①国語力向上事業新○ ３，９３０

②小中学校大規模改造事業 ７６，５６６

③母子家庭高等技能訓練促進事業新○ １２４

④母子家庭自立支援教育訓練給付事業新○ １００

⑤つどいの広場事業 １，０４０

３．「安定した暮らしを支える環境が整ったまち」に

向かって

①交通安全施設等整備事業新○ ８，５２８

②駐車場・自転車駐車場整備事業 ８，２３６

③四条畷駅構外エレベーター整備事業新○ １２，６７６

④防災対策事業 １，２９３

⑤消防力等整備事業 ３５０

⑥粗大ごみ回収推進事業新○ ２３４

⑦自動体外式除細動器設置事業新○ １４２

４．「個性が輝き、活力と魅力にあふれるまち」に向

かって

①地域産業振興事業 ３，２０３

②文化情報センター運営事業 １，５３４

③市制施行５０周年記念事業新○ ７１４

５．基本計画を推進するにあたって

①給食調理委託事業 ２３，３７４

②戸籍事務ＯＡ化事業 －

（Ｈ１９～２４年度債務負担２１，２００万円）
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一般会計の予算規模は８．０％減と大きく減少しました。これは市制５０周年に向けての大きな投資的事業が

完了したことや行財政改革の一環として実施している早期退職特例制度の効果などにより人件費が大きく減

少したことなどによるものです。予算内容の面では、市制５０周年の機運を盛り上げる取組みを展開していく

とともに、大阪府市町村職員互助会退会給付金の精算金を財源として市内小中学校で実施する国語力向上事

業などの新規事業３７件を予算化しました。特別会計では、「国民健康保険」や「介護保険」といった特別会

計が前年度より増加しますが、「下水道事業」や「用地取得」特別会計が前年より大きく減少するため、全

体では５億円（△１．５％）減少しました。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ７３，９３８百万円　対前年度比 ４.３％減

平成１８年度一般会計予算 ３６，９９３百万円　対前年度比 ８.０％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

大 東 市



１．ゆとりとうるおいのある市民生活を創造する都

市

①地域福祉計画策定事業 ４５４

②コミュニティソーシャルワーカー配置事業新○

５８０

③障害者計画策定事業新○ ２５９

④２歳６か月児歯科健診事業新○ ９１

⑤ふれあいバス充実事業新○ ３３８

⑥乳幼児医療費助成充実事業新○ ２０，７５６

⑦男女共同参画施策推進事業 １０５

２．あたたかいふれあいのある生活文化を創造する

都市

①放課後児童クラブ事業 ６，４５８

②子ども安全確保関連事業 ５，１９１

③小学校校舎等大規模改造事業 ３０，５７６

④小中学校空調設備等設置事業 ３，５２８

⑤小学校統合事業新○ １５４

⑥なみはやドームプール利用補助事業新○ ７０３

３．快適で便利な都市生活を創造する都市

①交通バリアフリー基本構想策定事業 ３５２

②市道古川一番堤防線道路改良事業 ３，５５０

③四宮土地区画整理事業 ５，６０２

④第１２次住居表示整備事業新○ ４５２

⑤住宅市街地総合整備事業 ９０，７７３

⑥環境美化推進事業 ５７０

⑦第３次水道施設等整備事業 ６０，１３０

⑧公共下水道整備事業 ３３４，９４７

⑨水防災基本計画作成事業新○ ８００

⑩さわやか訪問収集事業新○ １２８

⑪リサイクルプラザ運営委託事業 １，６７７

４．安全な市民生活と活力をはぐくむ産業を創造す

る都市

①洪水ハザードマップ作成事業新○ １，３７９

②大阪府防災情報充実強化事業新○ １００

③失業者等労働問題・生活再建相談事業 ２７３

④地域就労支援事業 ６３５

⑤地域通貨制度調査事業新○ ７３０

５．まちづくり基本目標の実現をめざす行財政運営

①都市ビジョン策定事業新○ ５００

②市役所窓口リニューアル事業新○ １，７７８

③出退勤管理システム導入事業新○ ７７

④戸籍総合システム運用事業 ６，９５１

⑤行政評価システム導入事業新○ ６４８

⑥（仮称）市民総合センター整備事業新○ １，６１７
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平成１８年度予算は、市税収入の伸び悩みや三位一体の改革の影響などにより引き続き厳しい歳入環境と

なっているが、徹底した事務事業の見直しや、門真市行財政改革推進計画の改革項目を反映させることによ

り、限られた財源を重点的かつ効率的に配分を行った。

本年度は、北部密集地域の住宅市街地総合整備や公共下水道整備等都市基盤施設整備を引き続き進める。

また、よりよい教育環境の創出を図るため、浜町小学校等の大規模改造事業や小中学校空調設備整備に努め

るとともに、子どもの安全確保対策の拡充を図る。さらに、ＮＰＯ等ボランティア団体が実施する地域通貨

制度について調査研究を行うなど、官民協働の推進、中長期にわたる本市のめざすべき姿とその実現に向け

た経営方針を示す門真市都市ビジョンの策定などにより、「市政の再生」「財政の再建」に取り組んでいく。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ８１，４２４百万円　対前年度比 ２.０％減（２.０％減）

平成１８年度一般会計予算 ４５，０３８百万円　対前年度比 ０.５％減（０.５％減）

予算額
単位万円

予算額
単位万円

門 真 市 ※



１．人と自然が共生するまちづくり

①環境基本計画策定事業 ２９４

②ごみ減量・再資源化事業 ７９２

③廃プラスチック処理推進事業 ２，６４３

④緑化推進事業 ３３６

⑤水道老朽施設の更新・設備改良 １６，５００

２．健康につとめ福祉を育むまちづくり

①介護予防拠点整備事業新○ ７５０

②街かどデイハウス事業 １５７

③民間保育所整備補助事業 ７，１０８

④ファミリーサポートセンター事業 ４１２

⑤地域子育て支援センター事業 ７８３

⑥子育て支援施設整備事業 ７００

⑦つどいのひろば事業新○ ６３２

⑧開かれた保育所事業 ４４

⑨なわてふれあい教室事業 ７，５６２

３．快適で安心・安全なまちづくり

①コミュニティバス運営事業 ２，４４３

②一般道路改良事業 １，５２７

③交通安全施設整備事業 ５００

④耐震診断促進事業 ８３

⑤砂地区まちづくり支援事業 ３８

⑥都市計画道路雁屋畑線整備事業 ４，３２９

⑦公園・緑地等里親支援事業 ２４６

⑧高規格救急車購入事業 ３，９００

⑨地域防災対策推進事業 ９６

⑩防災体制整備事業 ７３４

４．いきいき交流・ともに参加するまちづくり

①市民相談事業 １７０

②市民の集い開催支援事業 １７１

③ＮＰＯ協働・支援事業 ２６６

④四條畷楠公まつり支援事業 ３００

⑤人権ケースワーク事業 ２４８

⑥女性施策推進事業 １７８

⑦平和事業 ７２

⑧友好都市交流事業 １７３

⑨コミュニティソーシャルワーカー配置事業新○

１，７４０

⑩消費者相談事業 １４６

⑪商業振興補助事業 ６４２

５．生きる力を育み文化を育てるまちづくり

①外国人英語指導助手派遣事業 ４４４

②地域教育協議会事業 ８０

③スクーリングサポートネットワーク事業 １１０

④小・中学生の主張コンクール事業 ９

⑤子どもの市史編さん事業 ４９

⑥小学校コンピュータ機器整備事業新○ ５１２

⑦小学校大規模改造事業 ２６，２３０

⑧小学校安全対策事業 ５１４

６．効率的な行政運営の推進に向けて

①職員研修事業 ３３３

②情報公開・個人情報保護事業 ２５

③インターネット公売事業新○ ８０

④市税コンビニ収納事業 ２０８
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歳入において、地方交付税が大幅に減少する見込みとなるなど危機的な財政状況であるが、内部経費の一

層の節減を図るため人件費、物件費などを抑制するとともに、市民サービスを向上させるため、廃止した公

立の保育所・小学校の建物を活用した子育て支援施設の整備（子育て支援センター、つどいのひろば）や民

間保育所整備に対する補助、高規格救急車の購入、小学校に配備しているパソコンの更新などを行うことと

している。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ２９，３００百万円　対前年度比 ５.３％減

平成１８年度一般会計予算 １６，２５２百万円　対前年度比 ８.２％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

四條畷市



１．自然を守り環境と共生するまちづくり

①森づくり委員会の設立新○ ０

②交野山森林公園の活用と維持管理 １，２４３

③剪定枝、伐木樹木の堆肥化 ９４７

④かたの環境ネットワークの支援 ０

⑤環境マネジメントシステムの検討新○ ８０

⑥（仮称）北河内広域リサイクル共同処理事業

２，８６９

⑦「花と緑のボランティア育成講座」 １３０

２．快適で安心して暮らせるまちづくり

①地域防災計画修正業務委託新○ ６００

②国民の保護法に関する計画策定新○ ３００

③高規格救急車の購入 ３，７００

④防犯灯照度アップ事業 ３００

⑤「かたのマイロード制度」新○ １

⑥星のまち観光会議補助金 ２００

３．健やかで、支えあい、ふれあいに満ちたまちづ

くり

①個別市民健診事業 １３，０６８

②個別予防接種事業 ９，５９２

③母子保健事業 ３，３１８

④高度救命救急負担金新○ １６０

⑤障害福祉計画策定新○ ２００

⑥地域子育て支援センター事業 ２６１

⑦ショートステイ・トワイライト事業新○ ２６

⑧ファミリーサポートセンター事業新○ ６

⑨つどいのひろば事業新○ ２０１

⑩乳幼児医療費助成 １１，９４６

⑪発達障害者巡回相談新○ ２００

⑫育児支援家庭訪問事業 ３６３

⑬セーフティーネット支援対策等事業新○ ５８３

⑭ひとり親家庭自立支援新規事業新○ ３３８

４．育ち、学び生きがいのあふれるまちづくり

①図書インターネット予約事業新○ １６

②小学校英語活動指導者派遣事業新○ １００

③学校耐震二次診断新○ ４４０

④交野児童会新設施設建設工事新○ ２，５００

５．人と文化が和むまちづくり

①人権意識市民アンケートの実施新○ １３０

②姉妹都市協会のＮＰＯ法人化新○ ０

③文化遺産の維持保全と普及啓発 １，９９２

６．市民とともに活力あふれるまちづくり

①まちづくりラウンドテーブルの支援 １２

②パブリックコメント制度の実施新○ ０

③施設予約管理システムの導入新○ ２０７

④土曜日窓口サービスの実施新○ ６９
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平成１８年度予算の編成方針は、財政健全化を最大使命とし、安心安全のまちづくり、交野の魅力発信に力を

入れ、継続事業を主なものとして限られた予算で最大の効果を挙げるよう編成した。

経常経費については引き続き行政運営に必要な最小限の経費とし、投資的経費については法定で義務付けら

れたもの、特定財源の確保できるもの、財政健全化計画に基づくものを優先し、緊急性、必要性及び投資効果

を検討して編成した。

とりわけ、財政負担が少なく、かつ大いに効果の期待できるものについては、新規の取り組みとして配分す

ることとした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ４１，７６６百万円　対前年度比 １２.５％減

平成１８年度一般会計予算 ２１，３８７百万円　対前年度比 １２.９％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

交 野 市
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大 阪 市  

大阪市
■面積
行政区域面積 ２２１．９６H

市街化区域面積 ２１，１４５ha

■人口動態
人　　口 ２，６２８，７７６人
世 帯 数 １，２４２，４８９世帯
人口密度 １１，８４３．５人／H

人口伸率 １．２％
高齢化率 １７．１％

大 　 阪 　 市



Ⅰ．市政改革を推進し、市民から信頼されるまちに

（９８８,８００）

Ⅱ．人がいきいきと輝き、ゆとりと豊かさを実感で

きるまちに

１．安全で安心できる、みんなで支えあう大阪

（８７,５１４,０００）

①子育て支援のための施策

②高齢者のための施策

③障害者のための施策

④ホームレス対策と福祉活動の支援など

⑤保健・医療の充実

⑥安全で安心できるまちづくり

⑦防災体制の確立

⑧都市耐震化の推進

⑨治水、浸水対策

⑩消防力の充実

２．快適で住みよい、魅力的な環境先進都市大阪

（１７,９７０,９００）

①水の都大阪の再生と都市景観の形成

②花と緑豊かなまちづくり

③快適で便利な住環境づくり

④ひとにやさしいまちづくりの推進

⑤快適な都市環境づくり

⑥循環型社会の構築

Ⅲ．新しい文化や産業を創造し、活力と魅力あふれ

るまちに

１．人々が集い新産業が生まれる、活力ある大阪

（２５,５０６,７００）

①都市再生の推進

②新産業の創出支援

③中小企業の活性化と消費生活の推進

④観光集客力の向上

⑤雇用の安定と創出

⑥まちの再開発と区画整理

⑦臨海部のまちづくり

⑧都市交通網の整備

⑨道路・橋梁の整備と駐車対策

⑩上水道の整備

２．人が輝き新しい文化を生む、世界に貢献する大阪

（７,４６２,０００）

①学校教育の充実

②文化の振興

③スポーツの振興

④生涯学習と女性、若者のための施策

⑤市民との協働と区政の充実

⑥人権施策の推進

⑦国際交流・協力の推進
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

地方分権が本格化し、個性と創造性が求められるなか、さらなる市民福祉の向上や、大阪市の一層の発展をめ

ざすためには「持続可能な都市づくり」という視点に立ち、透明性とスピード感のある改革を実現するとともに、

次世代のモデルとなる都市の基盤を築いていく必要がある。このことから、「身の丈」に応じた水準に見直すとい

う認識に立ち、「市政改革マニフェスト（市政改革基本方針）」のもと、市政運営全般にわたる抜本的改革を断行

し、透明で開かれた市政運営を実現するとともに、新生「大阪市」づくりに取り組むこととした。予算編成にお

いては、創造都市をめざした取り組みや、誰もが安心して心豊かに暮らせる、協働するまちをめざした施策への

選択と集中をはかるとともに、職員数の削減や給与改革の取り組み等による総人件費の抑制など、真に必要なも

のを厳しく精査することとした。

これにより、大阪が持つ都市の潜在能力を引き出し、活力を取り戻すとともに、あらゆる分野にわたって大阪

市の将来をしっかりと見据え、内外から創造的な人材が集まり、活力あふれる新生「大阪市」づくりを進める。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ４，１２４，５２３百万円　対前年度比 ６.４％減

平成１８年度一般会計予算 １，６５３，１３４百万円　対前年度比 ４.４％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

大 阪 市
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八尾市  

柏原市  
  

東大阪市 

中 河 内 地 域

八尾市
■面積
行政区域面積 ４１．７１H

市街化区域面積 ２，７２３ha

■人口動態
人　　口 ２７３，４７４人
世 帯 数 １０５，６４３世帯
人口密度 ６，５５６．５人／H

人口伸率 △０．５％
高齢化率 １４．８％

東大阪市
■面積
行政区域面積 ６１．８１H

市街化区域面積 ４，９８１ha

■人口動態
人　　口 ５１３，７４４人
世 帯 数 ２１１，８６４世帯
人口密度 ８，３１１．６人／H

人口伸率 △０．３％
高齢化率 １４．６％

柏原市
■面積
行政区域面積 ２５．３９H

市街化区域面積 ９３１ha

■人口動態
人　　口 ７７，０６５人
世 帯 数 ２９，２７７世帯
人口密度 ３，０３５．３人／H

人口伸率 △２．７％
高齢化率 １３．４％



１．地域経営システム

①地域経営推進事業 １５３

②市民活動支援基金運営事業 ５１８

③男女共同参画施策推進事業

（男女共同参画スペース設置） ２８１

④公共施設機能更新調査事業新○ ３５７

⑤コンビニエンスストア収納事業 ２，６９４

２．健康福祉

①指定介護予防支援事業新○ ９，５９９

②自立支援制度移行事業新○ ４，１０３

③児童虐待防止ネットワーク事業新○ １５０

④つどいの広場事業新○ ８１３

⑤障害者雇用支援センター助成事業 ６０７

⑥グループホーム運営支援事業 １，６７７

⑦小規模通所授産施設運営事業 １９，７０７

⑧育児支援家庭訪問事業 ２２

⑨身体障害者スポーツ大会事業新○ １００

３．教育文化

①市指定文化財等保存・活用事業 ７，４８７

②学校図書館専任司書配置モデル事業新○ ２９９

③英語教育推進事業新○ ３，１６１

④図書館サービスの充実事業 １，７４７

⑤学力向上推進事業 ５７０

⑥すくすく子ども地域活動支援事業 ６１５

⑦市立幼稚園預かり保育事業 ２，０７７

⑧家庭の教育機能総合支援事業 ５４７

⑨第２次生涯学習振興計画推進事業 ８５

⑩放課後児童室事業 ３９，４８３

４．産業経済

①中小企業サポートセンター事業 ２，９２４

②八尾市産業博 ８６２

③職業体験情報誌発行事業新○ １００

④意欲ある事業者経営・技術支援補助事業 ４４０

⑤市民農園整備事業 ３０

⑥地域就労支援事業 １，０５９

５．生活環境

①国民保護計画策定等事業新○ ４５

②環境啓発（教育）事業 ３４

③発生源の監視・指導啓発事業 ３７８

④環境マネジメント推進事業 ９２

⑤地域安全推進事業 ６，０６５

⑥廃棄物処理センター建替事業 １８４，５５８

６．都市基盤

①交通バリアフリー駅周辺整備事業新○ ２，２６８

②住宅マスタープラン整備事業 ５００

③ＪＲ八尾駅周辺整備事業 １，６２０

④都市計画道路整備計画策定事業 ４７３

⑤鉄道駅舎エレベータ設置推進事業 ３１７
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

昨年に引き続き、施策及び管理経費への枠配分予算の導入とマイナスシーリングの設定や、人件費の見直

しなどにより経常経費の削減を図り、総合計画実施計画の着実な推進や新たな行政課題に的確に対応するた

め新規重点施策を予算化するなど選択と集中を図る予算編成に努めた。しかしながら、歳入の確保が依然と

して厳しい状況にあることから、財源対策のため基金を活用することで、全体として市民サービスの低下を

来たすことのないように予算配分を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １８３，９３２百万円　対前年度比 ２.３％増

平成１８年度一般会計予算 １８７，０９４百万円　対前年度比 ２.６％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

八 尾 市 ※



１．都市基盤のまちづくり

①第２期最終処分場跡地整備事業新○ １，５００

②柏原駅自由通路整備事業 ２０，９１２

③上市今町線整備事業 ２１，５１８

④道路新設改良事業 １５，２９０

⑤下水道浸水対策事業 ６９８

２．教育・文化・人権のまちづくり

①堅上小・中一環教育事業新○ ５７０

②高井田横穴保存事業新○ １，９３１

③小学校校舎耐震化事業新○ ４，２３５

④スタデイ・アフター・スクール事業 ９３８

⑤小学校低学年少人数指導事業 １，００８

３．福祉のまちづくり

①市内循環バス運行管理事業 ８２２

②重度障害者タクシー利用助成事業新○ １，３９９

③障害者福祉計画策定事業新○ ３３４

④子育て支援・つどいの広場補助金新○ ４６０

⑤母子家庭就労支援対策事業新○ １０４

４．生活環境のまちづくり

①洪水ハザードマップ作成事業新○ ６００

②地域防災計画作成（見直し）事業 ４００

③防火水槽設置事業 ２，０００

④不法投棄対策事業 １４１

５．産業のまちづくり

①商工業振興事業 ２７０

②地域就労支援事業 ２９０

③むら活き活き交流事業 １５４
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

赤字再建団体転落を回避し、財政難を乗り切るために歳出を極力切りつめた予算となっているのが特徴。

歳入では、地方交付税や国庫支出金、市債が減。歳出では、扶助費関係は増加しているものの、人件費は

減、一部事務組合負担金や国民健康保険、市立柏原病院、公共下水道など特別会計への拠出金も減となって

いる。併せて、投資的経費も減となった。

市民１人あたり３０万円、人口約７万７，０００人で、総額約２３１億円。これが、一般会計予算規模の目安であ

る。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ５２，３３４百万円　対前年度比 ２.４％減（２.７％減）

平成１８年度一般会計予算 ２３，０９６百万円　対前年度比 ７.９％減（８.５％減）

予算額
単位万円

予算額
単位万円

柏 原 市 ※



１．市民が主体となったまちづくり

①文書管理システム整備事業 １，０４０

②証明書自動交付機導入経費 ３，１５６

③地域まちづくり活動助成事業 ６５０

④リージョンセンター網整備事業 １２，０４８

⑤自治集会所整備助成事業 ３，３００

⑥人権尊重のまちづくり審議会経費 ３４

２．市民文化を育むまちづくり

①国際情報プラザ経費 １，０８６

②大規模スポーツ施設運営補助事業 ５，０００

③小学校建設事業 １３６，６３４

④中学校建設事業 ３２，４０６

⑤高等学校整備事業 ２，４００

⑥幼稚園整備事業 ４，３１０

⑦給食施設整備事業 ５，２５０

⑧子ども安全パトロール事業 １１，４０５

⑨愛ガード運動推進事業 １，３５０

⑩学力等実態調査経費 ３００

３．健康と市民福祉のまちづくり

①鉄道駅舎エレベーター整備補助事業 １４，１７６

②高齢者等住宅改造助成事業 ４，５３６

③民間社会福祉施設建設助成事業 １１，７３６

④コミュニティソーシャルワーカー配置事業

７，１９２

⑤障害者自立支援給付経費 ２３０，０３１

⑥障害者地域生活支援事業 ３１，７８８

⑦高齢者虐待防止事業 １７１

⑧地域支援事業 ４６，２０８

⑨子育て支援相談事業 １，２２１

⑩児童虐待防止事業 ２００

４．活力ある産業社会を切り拓くまちづくり

①モノづくりクラスター推進事業 １，９００

②産業振興ＰＲ経費 ６７０

③モノづくり立地促進事業 ４，１９８

④見本市等出展事業 １，５５０

⑤東大阪ブランド推進機構補助事業 ２５７

⑥中小企業振興補助事業 １，２６８

⑦若年等トライアル雇用事業 ３６６

⑧地域就労支援事業 ９９５

⑨消費者憲章制定経費 ３８

５．安全で住みよいまちづくり

①河内花園駅前地区市街地再開発事業 ６６，６６９

②大阪外環状線鉄道建設事業 ２８，８３４

③大阪外環状線連続立体交差事業 １２３，８００

④近鉄奈良線連続立体交差事業 １０８，８４３

⑤道路新設改良事業 ６５，００５

⑥交通安全施設整備事業 ４２，３３０

⑦街路整備事業 １９９，８０５

⑧公園新設改良事業 ８３，７９１

⑨密集住宅市街地整備促進事業 １３，５３６

⑩公共下水道事業 ７６９，４６８

⑪ごみ処理施設整備事業 ３０，２７４

⑫消防施設整備事業 ２１，８６５

⑬国民保護計画策定経費 ３６４

⑭防災対策事業 １，６９２
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度は、市長選挙（平成１８年７月２日）が行われるため、当初予算については、新規・拡充となる
政策的な経費は、選挙後の９月補正予算で計上する骨格予算を基本としており、市民生活に支障を生じさせ
ることがないよう、行政の継続性は確保する必要があることから、義務的・経常的な経費や継続的な事業に
ついては、年間必要額を計上することとした。
なお、国庫補助制度や法律改正による事業及び上半期での執行が必至となる事業については、対応するこ
ととしている。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ３４２，１５６百万円　対前年度比 ４.０％減

平成１８年度一般会計予算 １６６，０８２百万円　対前年度比 ５.９％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

東大阪市 骨格
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松原市 

藤井寺市 藤井寺市 

羽曳野市 

太子町 

河南町 

千早赤阪村 

河内長野市 

富田林市 
大 
阪 
狭 
山 
市 

大 
阪 
狭 
山 
市   

大 
阪 
狭 
山 
市   

  

南 河 内 地 域

羽曳野市
■面積
行政区域面積 ２６．４４H

市街化区域面積 １，３３７ha

■人口動態
人　　口 １１８，６８６人
世 帯 数 ４３，２１６世帯
人口密度 ４，４８８．９人／H

人口伸率 △０．５％
高齢化率 １５．３％

松原市
■面積
行政区域面積 １６．６６H

市街化区域面積 １，２７９ha

■人口動態
人　　口 １２７，２６８人
世 帯 数 ４８，４５７世帯
人口密度 ７，６３９．１人／H

人口伸率 △４．０％
高齢化率 １４．５％

藤井寺市
■面積
行政区域面積 ８．８９H

市街化区域面積 ７５３ha

■人口動態
人　　口 ６５，７７４人
世 帯 数 ２５，２０４世帯
人口密度 ７，３９８．７人／H

人口伸率 △１．５％
高齢化率 １５．５％

太子町
■面積
行政区域面積 １４．１７H

市街化区域面積 ２３８ha

■人口動態
人　　口 １４，４８２人
世 帯 数 ４，８５３世帯
人口密度 １，０２２人／H

人口伸率 ２．１％
高齢化率 １３．９％

河南町
■面積
行政区域面積 ２５．２６H

市街化区域面積 ２３６ha

■人口動態
人　　口 １７，５４５人
世 帯 数 ６，４６３世帯
人口密度 ６９４．６人／H

人口伸率 １．２％
高齢化率 １６．８％

大阪狭山市
■面積
行政区域面積 １１．８６H

市街化区域面積 ７４１ha

■人口動態
人　　口 ５８，２０７人
世 帯 数 ２１，８００世帯
人口密度 ４，９０７．８人／H

人口伸率 ２．１％
高齢化率 １３．４％

富田林市
■面積
行政区域面積 ３９．６６H

市街化区域面積 １，５７９ha

■人口動態
人　　口 １２３，８００人
世 帯 数 ４４，８０６世帯
人口密度 ３，１２１．５人／H

人口伸率 △２．２％
高齢化率 １３．７％

河内長野市
■面積
行政区域面積 １０９．６１H

市街化区域面積 １，５２７ha

■人口動態
人　　口 １１７，２４３人
世 帯 数 ４０，８９８世帯
人口密度 １，０６９．６人／H

人口伸率 △３．１％
高齢化率 １５．１％

千早赤阪村
■面積
行政区域面積 ３７．３８H

市街化区域面積 １３０ha

■人口動態
人　　口 ６，５３８人
世 帯 数 ２，１１９世帯
人口密度 １７４．９人／H

人口伸率 △６．２％
高齢化率 １９．９％



１．防災安全関係

①同報系防災無線の導入 ６，１００

②土砂災害相互通報システム基本計画新○ ５８８

③歩道新設事業 ４，７５０

④金剛保育園駐車場及び歩道設置新○ ２，０００

⑤通学路整備 １，８８０

⑥消防施設整備【消防車購入等】 １４，５６５

⑦国民の保護に関する計画策定 ６２０

⑧ＡＥＤ機器導入新○ ８８２

⑨小学校耐震及び補強事業 ８，３５８

⑩中学校耐震及び補強事業 １１，１０６

⑪学校緊急安全対策新○ ４，５９９

⑫青色回転灯パトロールカーの購入新○ ３２０

２．学校教育

①中学校給食施設整備事業新○ ７，４０６

②少人数学級編制推進事業【３０人学級】 ３，５５５

③英語指導助手配置事業 ３，２９０

④小・中学校トイレ改修 ３，３７２

３．子育て支援

①子育てサークル支援事業 ５０

②児童遊園新設事業 １，４７２

③民間保育所の新設新○ ９，２７０

④地域子育て支援センターの新設新○ ２６２

⑤母子保健事業新○【府外検診費の補助】 ８０

⑥小児救急医療 ８，７７２

４．福祉・保健衛生

①コミュニティソーシャルワーカー配置事業

２，０３０

②高齢者閉じこもり対策支援事業新○ ４８０

③障害者計画策定事業新○ ４９０

④高額障害福祉サービス給付事業 ６００

⑤憩いのコーナーの設置新○ ４６０

⑥障害者自立支援システムの構築新○ ３，０００

⑦街かどデイハウス事業 ５，６６４

⑧保健センターの改修 １７，８４２

⑨介護予防検診【市民検診事業の充実】 ７４６

５．まちづくり

①街なみ環境整備事業 ５，９１３

②富田林駅前整備事業 ４，８９６

③市営住宅整備事業 ５，３３３

④甲田桜井線新設事業 １２，３５０

⑤竜泉１号線拡幅事業 ６，１４８

⑥緑の基本計画策定 ３５０

⑦河川敷グランドの整備新○ １，７４０

６．環境

①ＰＦＩによる浄化槽市町村整備事業 １０，７５７

②公害対策事業 １３５

③ＩＳＯ認証取得補助事業 １５０

④アスベスト除去事業 １０，７７４

７．情報提供・情報化施策

①統合型ＧＩＳ整備事業 ７１８

②ウェブサイトの音声情報発信事業新○ １７３

③観光案内板作成事業 １３０

④滞納システムの導入事業 ２，０００

⑤コンビニ収納の実施 ２２２

８．市民協働・国際化

①大阪をたがやそう富田林事業 ７５

②国際化施策推進事業 ２００

③次期男女共同参画計画策定 ２７８
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三位一体の改革における補助・負担金の削減や交付税の削減など、行財政を取り巻く環境は大変厳しい状

況にある。

次期総合計画がスタートする節目の年となる平成１８年度予算については、地方分権時代に対応した自主・

自立の行財政運営を基本に、事業の緊急性・必要性・重要性を勘案し、厳選・精査した中で事業計画を策定

していくものとし、昨年度に引き続き総額枠管理方式による効率的・効果的な予算編成とする。

さらに、施策の重点化を図り、地域の活力を生み出すための施策や次代を担う子どもたちへの施策、環境

や防災面に重点を置いた「子育て支援、安全・防災型」の予算となっている。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ６７，４１６百万円　対前年度比　０.２％増

平成１８年度一般会計予算 ３４，１２７百万円　対前年度比　０.８％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

富田林市 ※



１．環境調和都市

①保護樹木指定事業 １０

②公園遊具等の安全対策事業 １，８００

③都市公園防災機能調査事業新○ １００

④環境率先行動計画の改訂 ４５０

⑤清掃パトロール車の購入 ９００

２．共生共感都市

①地域コミュニティソーシャルワーカー配置事業 新○ １，０２０

②（仮称）南花台ふれあいセンター整備事業 新○ ２，３３０

③（仮称）北部地域福祉センター整備事業 新○ ２００

④地域包括支援センター運営事業新○ １，６８２

⑤介護予防事業 ３，６６０

⑥障害者生活支援パワーアップ事業新○ ８２０

⑦障害者福祉センター「あかみね」の施設改修工

事新○ １，４００

⑧保健センター及び休日急病診療所改修整備事業

新○ １４，８００

⑨国保ヘルスアップ事業 ７９９

３．元気創造都市

①家庭訪問支援事業新○ １０８

②小学校校区通学路等マップ作成及び見守り用品

の配布事業新○ １６７

③子ども教育支援センターの整備事業新○ ７，１４２

④子ども見守りパトロール事業新○ ６６３

⑤「滝畑ふるさと文化財の森センター」事業新○

８，４６３

⑥起業家育成支援事業新○ １，２００

⑦農業基盤の整備事業 １２，５８０

⑧ふるさと農道の整備事業 １２，２７０

⑨高野街道を基軸とした観光産業振興事業新○

１５０

４．安全安心都市

①国民保護計画策定事業新○ ２４６

②アスベスト対策事業新○ ２，９９３

③消防施設・設備整備事業 １４，８３８

④消防防災拠点施設の整備 ２７，０９５

⑤ＡＥＤ「自動対外式除細動器」の導入新○ ３５０

⑥ハザードマップの作製・全戸配布新○ ４４０

⑦公共交通ネットワーク調査研究事業新○ ３００

⑧市道路バリアフリー整備事業 ９００

⑨市道河合寺竜泉寺線の整備 ９，１１１

⑩橋梁整備事業 ８，３００

⑪三日市町駅のバリアフリー整備事業 １０，９００

⑫三日市町駅前周辺の整備 ９８，０６４

⑬滝畑地区安定給水の整備事業 ３，４７８

⑭下水道の整備 ５３６，０４７

⑮市設置型浄化槽整備事業新○ ６，８３６

⑯市営斎場建替事業の実施 ３，６００

５．自立協働都市

①（仮称）市民公益活動支援センターの整備事業

新○ ３８０

②コミュニティ活動推進事業新○ ２１２

③集会所整備助成 ４，２００

④行政情報メール配信システムの構築新○ ６０

⑤南海沿線リレーフォーラムの共催新○ ２５

⑥ネット公売の導入新○ ７８

⑦コンビニ収納システムの構築 ７１０

⑧電子入札システムの構築新○ ２，０５０
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平成１８年度予算は、第四次総合計画の初年度予算として、「行財政改革の足取りを確かなものとし、河内

長野市のさらなる発展を目指す予算」と位置づけ、財政健全化プログラム（案）に基づく歳出の抑制、歳入

の確保を行い、「環境調和都市」「共生共感都市」「元気創造都市」「安全安心都市」「自立共働都市」という

五つのまちづくり目標にそって、市民の安全・安心を確保するための防犯・防災などの事業や、地域福祉・

地域振興・教育環境整備などの事業に財源を重点的・効率的に配分し、限られた財源の有効活用を図る予算

編成に努めた。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ６８，１９０百万円　対前年度比 ９８.８％

平成１８年度一般会計予算 ３３，４１０百万円　対前年度比 ９８.０％

予算額
単位万円

予算額
単位万円

河内長野市



１．健康で明るい文化都市の建設

①食の安全流通対策事業 １，３０５

②国際化事業 ２，７１９

③地域国際化支援事業 ５２０

④都市近郊農業振興対策運営事業 ４７５

⑤市民雇用創出事業 ４，４００

⑥中小企業融資事業 ６，４０７

⑦地域商業活性化事業補助 １，０３０

⑧情報化推進事業 ４，０４４

⑨（仮）北新町大池公園整備事業 ６，０００

⑩（仮）清水公園整備事業新○ ２，４８１

⑪特色ある道づくり（我堂一津屋線等） ２，５５０

⑫まちづくり総合支援事業 ３４，１２６

（河内松原駅周辺）

⑬緑化推進事業 ６１４

２．自然環境の保全と災害に強いまちづくり

①防犯灯補助事業 ２，５２５

②資源ごみ収集・中間処理業務 ５，３６６

③環境保全事業 ９８０

④ごみ減量・啓発事業 ２，９２８

⑤下水道特別会計繰出 ２１４，６００

⑥浸水対策（排水管布設等） ７，７５０

⑦消防ポンプ自動車購入事業 ２，９００

⑧梯子付消防自動車オーバーホール新○ １，９７４

⑨消火栓施設整備事業 ９００

３．高齢者と障害者に優しい都市基盤の整備

①公共施設循環バス運行事業 １，６６１

②交通安全対策（歩道設置工事等） １，７０７

③放置自転車対策（自転車撤去､保管返還） ２，６１１

４．倫理観をもった個性を伸ばす教育の実現と生涯

学習の充実

①市立小学校セフティスクールサポート事業 ３，０６７

②小中学校情報教育運営事業 １０，９４７

③総合的教育力推進事業 ７８５

④特色・個性化教育推進事業 １，４１９

⑤教育用ネットワーク事業 １，１７１

⑥小中学校大規模改造事業 ５６，６７５

（耐震補強・老朽化改造）

⑦各小中学校普通教室扇風機設置事業新○ ２，６８５

⑧文化施設運営管理事業 １９，３６９

５．福祉、医療、介護の三本柱の充実

①高齢者福祉事業（生きがい対策等） １６，５６５

②障害者福祉事業（施設入所事業） ４８，２５８

③障害者福祉事業 ５７，８５５

（在宅福祉､社会参加促進､自立生活支援）

④子ども未来基金創設 １３，０００

⑤児童福祉事業（母子福祉､保育） １３３，６０６

⑥子育て支援事業（病後児保育等） １，９３６

⑦市立松原病院補助 ５６，６６１

⑧乳幼児医療費助成事業 ２４，０８５

⑨保健対策（予防接種､老人保健､母子保健）

３８，８７０

⑩高齢者介護予防事業 １１，４７２

⑪高齢者介護支援事業 ２，９７７
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減少を続けていた市税収入が微増に転じ、歳出においても扶助費の伸びが鈍化するなど、やや景気の回復

を感じるところであるが、三位一体改革の影響や、財源不足を補填してきた基金が底を尽くなど、依然とし

て非常に厳しい状況は続いている｡今後予測される少子高齢化の進展に伴う社会保障経費や退職手当の増嵩

などに耐えうる持続可能な財政構造への転換に向けた行財政改革を進めているところであり、安心・安全の

まちづくりや市民の健康づくりなど、真に必要な市民サービスに重点を置いた予算編成を行った｡

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ８２，９４０百万円　対前年度比 －０.３％減

平成１８年度一般会計予算 ３６，１６８百万円　対前年度比 －２.１％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

松 原 市



１．『安全・安心、快適で住みやすいまち』づくり

①国民保護計画策定新○ ２９４

②地域防災計画の見直し ３００

③消防施設費 ３，１１４

④道路整備事業 １２１，２７８

⑤公共下水道事業 ５３３，０６５

⑥峰塚公園整備 ３７，０１４

⑦開発許可事業新○ ２７８

⑧交通安全施設整備事業 ６，５１５

⑨ストック総合改善事業 １，７００

⑩危機管理室の設置新○ ２１

２．『健康で生き生きと暮らせるやさしいまち』づく

り

①ふれあい健康まつりの充実 ３００

②マンモグラフィ検診の充実 ２，１００

③ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置新○ ７７

④基本健康診査受診者の訪問指導調査新○ －

⑤コミュニティソーシャルワーカーの配置１，７４０

⑥予防給付ケアプラン作成業務新○ ３，６３４

⑦地域介護・福祉空間整備事業（足湯場の設置）

新○ １，６１０

⑧障害者自立支援法に基づく給付認定審査会によ

る認定・調査新○ １，７１８

⑨障害福祉計画策定新○ ３５０

⑩乳幼児医療費助成事業 １９，４８１

⑪身体障害者・知的障害者医療費助成事業

１５，１５５

⑫予防接種費 １２，５８４

３．『次代を担う子どもを育むまち』づくり

①つどいの広場事業の推進 ７２０

②「向野第１保育園増改築事業」実施設計新○

１，２００

③保育園施設管理運営費 ３２，６７８

④民間保育所運営費 １２５，２２９

⑤教育指導専門員制度新○ ３０５

⑥特別支援教育体制基盤整備事業新○ ６０

⑦学校耐震診断・耐震補強事業 ７，６５３

⑧市民安心メールの配信 ３２

⑨親の子育て力向上推進事業 ３４９

⑩小学校安全管理事業 ２，３３６

４．『魅力ある地域社会を拓く活力あるまち』づくり

①（仮称）羽曳野市男女共同参画推進行動計画策

定 ３２４

②「羽曳野市健康ふれあいの郷事業」造成整備・

建設工事 １３２，９３５

③土地改良事業 １０，２３８

④地域就労支援事業 ９６２

⑤商工振興事業 １，４７４

５．『信頼に基づく市民とともにつくるまち』づくり

①新契約管理システムの導入・運用 １５８

②電子申請サービスの充実 ４９８

③人材育成方針の策定新○ －

④行財政改革の推進 －
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１７～２１年度を計画期間とする「財政健全化計画」に基づき、１８年度予算は累積赤字を計画的に解消して

いくための緊縮型となっている。そのような中でも、新たにスタートする新総合基本計画がめざすまちづく

りを実現できるよう、今、取り組まなければならない事業に配慮した予算編成となっている。

日常生活での安全・安心をより確かなものにするための小学校耐震診断・耐震補強や国民保護計画・地域

防災計画の策定・見直し、急速に進みつつある少子高齢化に備えた介護予防や地域での子育て支援、また、

地域産業を振興し多くの人々が集い躍動する拠点としての健康ふれあいの郷事業など、新たな羽曳野の創造

を進めていく予算とした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ７８，６６０百万円　対前年度比 ２.０％増

平成１８年度一般会計予算 ３６，０４４百万円　対前年度比 ２.８％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

羽曳野市



１．参加と協働のまち

①遣唐留学生「井真成」関連事業 １００

②コミュニティ施設整備・地区会館整備助成

１，５３０

③自主防災訓練の実施新○ ２０

④市制施行４０周年記念事業新○ ２００

２．安全で快適なまち

①新市民病院建設事業 １５，０００

②ＡＥＤ公共施設設置事業新○ １５０

③地域防災計画の見直し及び危機管理計画・国民

保護計画の策定新○ ３７０

④普通河川西水路改修事業 ２８０

⑤王水川分水路改修事業 ８００

⑥小学校安全監視員の配置及び監視員用プレハブ

ボックス設置事業 １，２７０

⑦都市計画道路北条松原線整備事業 ４２，９２０

⑧違法駐車等防止交通啓発事業 １，６７０

３．安心と共生のまち

①介護保険地域支援事業新○ ４，９０４

②障害者自立支援法に基づく支援事業新○ １，７１０

③障害者福祉支援費給付事業 ５０，３１０

④児童手当給付事業の拡大新○ ４３，６８０

⑤市立第７保育所下水道整備工事新○ ３００

⑥人権相談の充実及び人権意識調査事業 １８０

４．活力を育むまち

①環境教育推進モデル地域事業新○ ３０

②ＡＬＴ活用事業 ２，０００

③道明寺小学校校舎増築事業 １６，０８０

④藤井寺小学校地震補強（大規模改造）事業

１３，６６０

⑤アスベスト対策事業新○ １，５００

⑥大井処理場グラウンド整備事業新○ ２００

⑦市民体育館ウェイトトレーニング場改修事業

新○ ８００

⑧国際交流事業 ５８０

５．個性が光るまち

①土師ノ里駅周辺整備事業 ９５２

②宮池整備事業 ２，０４８

50 自治大阪 ／ 2006 － 5

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

本市においては、平成１８年度より、「第四次藤井寺市総合計画」がスタートした。その基本構想におい

て、新たな市の将来像を「安全・安心と歴史を未来に引き継ぐまち藤井寺」と定め、地域とともに創り・育

み・歩むまちを目指すものとしている。さらに、その将来像の実現に向けて、「参加と協働のまち」、「安全

で快適なまち」、「安心と共生のまち」、「活力を育むまち」、「個性が光るまち」の５つをまちづくり目標と設

定している。

平成１８年度は、厳しい財政状況を考慮しつつ、「選択と集中」という観点から、「第四次藤井寺市総合計

画」の５つのまちづくり目標に沿って、新たな福祉制度への対応、新病院の建て替え、学校園施設の充実、

都市基盤の整備、遣唐留学生「井真成」に関連した地域活性化の取組みなど、新たな将来像を実現すべく必

要な予算を確保している。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ４１，２３６百万円　対前年度比 １.０％増

平成１８年度一般会計予算 １８，９９３百万円　対前年度比 ０.９％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

藤井寺市 ※



１．共につくる、誰もがいきいきと生活できるまち

づくり

①地区集会所補助事業 ４６６

②行政サービスパートナー配置事業 １，３５６

③（仮称）自治基本条例制定事業新○ ３８

④市議会録画映像インターネット配信事業新○

２１

２．安心して暮らせる、ふれあいのまちづくり

①地域福祉ネットワーク会議及びコミュニティソ

ーシャルワーカー設置事業新○ ５３３

②介護保険事業新○ ２，９２０

③老人福祉センター施設管理事業 １，０００

④子育て支援センター整備・運営事業 ８，２５６

⑤民間保育園創設事業 ５８，０４２

⑥放課後児童会健全育成事業 ５，３０６

⑦母子自立支援事業 ２４９

⑧障害者計画策定事業 ４，０７５

⑨国保ヘルスアップ事業 ７９９

⑩乳幼児医療費助成事業 １１，１７６

⑪小児夜間救急医療体制運営事業新○ ３，６８３

⑫消防庁舎耐震補強整備事業 １８，８５０

⑬高度救急活動機器整備事業新○ ４６１

⑭防災情報充実・強化事業新○ ７０

⑮青色パトロール活動推進事業 １４０

⑯国民保護計画策定事業 ２３２

３．環境にやさしい、うるおいのあるまちづくり

①さやか公園整備事業 ５００

②（仮称）西新町地区公園新設事業 ５００

４．心豊かな人と文化をはぐくむまちづくり

①小学校整備事業 ３１，６５６

②小・中学校耐震診断事業 ３，０００

③幼稚園預かり保育実施事業 ５１６

④スポーツ施設管理事業 １，６５０

⑤公民館・図書館施設管理事業 ６，３４０

⑥文化会館管理事業 １，６００

５．豊かな暮らしと活気のあるまちづくり

①金剛駅周辺バリアフリー道路特定事業 ５，６００

②市道バリアフリー事業 ２，９００

③大阪狭山市駅前整備事業 １，９００

④送配水管改良事業 １２，８２９

⑤水道施設安全対策事業 １０，０７６

⑥公共下水道（雨水）整備事業 １４，６２０

⑦ため池等維持管理事業 １，６６５

６．計画推進のために

①指定管理制度導入事業 ３４，８７１

②人事管理制度改革事業 ６２６

③選挙管理委員会事業 ３４７
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歳入においては依然厳しい状況下、財政健全化を進める一方で、限られた財源を最も効率的・効果的に活

用しながら、施策の選択と集中を図り、戦略性の高いまちづくりを推進していくため、「市民と協働のまち

づくり」「安全・安心のまちづくり」「子育てにやさしいまちづくり」の三点に関連した事業に重点をおく予

算編成とした。予算総額は、対前年度２．４％減となっているが、市民窓口スタッフ等の市民協働施策、防犯・

防災対策の充実、義務教育施設及び消防施設の耐震化や道路のバリアフリー化の推進のほか、待機児童の解

消や保育サービスの充実、子育て支援センターの整備など子育て支援事業等を引き続き推進していく。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ３１，０２１百万円　対前年度比 ０.３％増

平成１８年度一般会計予算 １５，３１６百万円　対前年度比 ２.４％減大阪狭山市

予算額
単位万円

予算額
単位万円

※



１．愛着と誇りを持てるまち［教育・文化・人権］

①町制施行５０周年記念事業新○ １００

②人権啓発事業 ３４４

③学校施設等整備事業 ５８１

④英語指導事業 １，１８２

⑤学校コンピューター整備事業 １，１９９

２．いつまでも快適で生き活きできるまち

［保健・福祉・環境］

①地域福祉計画策定事業新○ ２６５

②障害者生活支援パワーアップ事業新○ ３２０

③循環型社会推進事業 ２，７９７

④上水道整備事業 ４，８０９

⑤下水道整備事業 ２，０００

３．みんなの力で安全と安心を守るまち

［安全・安心］

①青色防犯パトロール事業新○ １６８

②道路整備事業 ３，０６２

③土砂災害情報相互通報システム整備事業新○

７００

④高規格救急車整備事業新○ ３，５２９

⑤災害対策事業新○ １，２５６

４．地域の魅力アップ［産業振興］

①中山間地域等直接支払制度事業 ４１８

②観光推進事業 ７６６

５．構想の実現に向けて

①情報化推進事業 ２３１

②行財政改革の推進 －
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厳しい財政状況の中、安定した行財政基盤の確立をめざし、平成１７年度に策定した「緊急に取り組む行財

政改革実施計画（案）」の改定を行い、「太子町版集中改革プラン」と位置付け、さらに強力な行財政改革を

進めることとしている。また、平成１７年度から１９年度までの３年間を集中取組期間とし、抜本的に見直しを

進めることとしている。

平成１８年度当初予算は、この計画に基づき、職員定数の見直し、人件費の抑制や施策の再構築などの行財

政改革を断行する一方、限られた財源を有効に活用し、安心・安全の確保、教育・福祉の充実や観光を通じ

た新しい時代にふさわしい太子のまちづくりを推進するなど、住民生活の安定と向上をめざし、緊急性・必

要性の高い施策や事業に重点配分した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ７，７２２百万円　対前年度比 ２.４％減

平成１８年度一般会計予算 ４，１６０百万円　対前年度比 ４.４％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

太 子 町



１．健康で安らぎとふれあいのあるまちづくり

①人権啓発事業 ２９９

②男女共同参画社会の実現 ２０７

③障害者支援費事業 ４，６２６

④わかば作業所運営事業 ８５０

⑤乳幼児医療費助成事業 ２，７６４

⑥総合保健福祉センター管理事業 ７，７７０

⑦子育てセンター事業 ２７９

⑧地域就労支援事業 ３６

⑨小児急病診療事業負担 １，１０８

⑩保健事業 ３，８４６

⑪ごみ減量対策事業 ２，８３４

⑫コミュニティソーシャルワーカー設置 ５８０

⑬障害者自立支援給付等事業新○ ３，２９０

⑭障害者給付認定審査会共同設置事業新○ ３９６

⑮介護予防事業新○ ４６０

⑯総合相談事業新○ １６５

⑰安全・安心メール一斉配信サービス事業新○ ５１

２．文化・芸術の香り高い豊かな人間性を育むまち

づくり

①英語青年招致事業 ４２０

②小学校英語・国際理解教育推進事業 ５２４

③警備員配置事業 １，２７０

④たくましい体力づくり推進事業 ４６

⑤放課後児童健全育成事業 ８９６

⑥中学校教科書改訂事業新○ １５０

⑦進路選択支援・教育相談事業 １５０

⑧文化振興事業 ６２

⑨生涯スポーツ推進事業 １１７

３．快適で住みよいまちづくり

①生活環境基盤整備事業 １００

②集落内道路改修事業 ５００

③町道整備事業 ５００

④公共下水道整備事業 １５，５６４

⑤簡易水道統合整備事業 ９，５１３

⑥上水道第３次拡張事業 ２１４

⑦上水道施設改良事業 ６２５

４．魅力と活力のあるまちづくり

①農作物被害防止事業 １０１

②農道水路整備用現物給付事業 ３００

③小規模企業事業資金融資信用保証料補給 １００

５．みどり豊かなうるおいのあるまちづくり

①ふれあい緑化推進事業 ３１

②公園維持事業 １００

③弘川寺歴史と文化の森活用推進事業 ４９
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税収面ではなお厳しい状況が続いていることに加え、国の「三位一体の改革」に伴う国庫補助負担金及び

地方交付税等の見直しなどますます厳しくなる財政環境のなか、限られた財源の効率的・効果的な予算配分

に努めた。

平成１８年度の当初予算は、町長選挙の関係から、義務的経費である人件費、公債費及び扶助費などの経常

的経費を中心とした必要最低限の経費にとどめた骨格予算として編成した。また、障害者自立支援法や介護

保険法など、国や府の制度に基づく事業費や、安全・安心メール一斉配信サービス事業など、市町村共同の

事業費については、年間予算として見込んでいる。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ９０９百万円　対前年度比 ４.８％減

平成１８年度一般会計予算 ４１８百万円　対前年度比 ８.８％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

河 南 町 骨格



１．豊かな自然と歴史文化を守り、伝え、活用しま

す

①金剛山管理事業 ６２２

②文化財調査等事業 １４５

２．便利で、ここちよく暮らせる都市基盤を形成し

ます

①村道整備 ２，２５５

②上水道事業 ７，８９０

③下水道事業 ２，９０５

３．地域資源を生かして産業を振興します

①中山間総合整備事業 ４９５

②森林整備事業 ５０

③地域就労支援事業 ３９

④観光振興事業 ３２１

４．やすらぎ、安心して暮らせる地域社会を形成し

ます

①福祉医療助成事業 ４，１４０

②障害者計画策定事業 ２６９

③ごみ減量・資源化対策事業 ８７２

５．だれもが地域を誇れるこころを育みます

①英語指導助手派遣事業 ５４９

②学校教育支援推進事業 １６１

③学校安全緊急対策事業 ４２１

④公民館事業 ２９８

⑤学校関係施設整備事業

（備品整備含む）新○ ２，１０７

６．みんながまちづくりに参加できる開かれたしく

みをつくります

①広報紙発行事業 ３３３

②地域住民との協働 －

③ＬＧＷＡＮ整備事業 ３５４
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人口減少などにより村税収入の減少が見込まれるとともに、国の地方交付税制度の見直しや平成１７年度国

勢調査人口の減による地方交付税の減少などにより、極めて厳しい財政状況に陥っている。そのため、歳入

の確保はもとより、事務事業などゼロベースから見直すなど行財政改革を推進するため、平成１７年１１月に千

早赤阪村元気プランを策定した。

このような状況を踏まえ、平成１８年度予算の編成については、前年度に引き続き、緊縮型予算となってお

り、村長の給料カット拡大や村単独の個人給付金の廃止などの行財政改革を進める一方、なお不足する財源

については、基金を取り崩して予算編成を行った。主な事業では、教育環境の充実では、小学校アスベスト

除去工事や小学校児童の机・椅子の購入、農林業の振興では中山間地域総合整備事業におけるほ場整備や交

流ふれあい施設の整備などである。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ４，８６２百万円　対前年度比 ３.２％減

平成１８年度一般会計予算 ２，３７０百万円　対前年度比 ５.６％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

千早赤阪村



堺 　 市  

和泉市 

泉大津市 泉大津市   泉大津市 

高石市 高石市   高石市 

忠岡町 

泉 北 地 域

和泉市
■面積
行政区域面積 ８４．９９H

市街化区域面積 ２，５９３ha

■人口動態
人　　口 １７７，８３７人
世 帯 数 ６２，４１８世帯
人口密度 ２，０９２．４人／H

人口伸率 ２．８％
高齢化率 １２．７％

忠岡町
■面積
行政区域面積 ４．０３H

市街化区域面積 ４０３ha

■人口動態
人　　口 １７，５８６人
世 帯 数 ６，２８４世帯
人口密度 ４，３６３．８人／H

人口伸率 ０．４％
高齢化率 １６．６％

高石市
■面積
行政区域面積 １１．３５H

市街化区域面積 １，１１６ha

■人口動態
人　　口 ６１，１２６人
世 帯 数 ２２，８８４世帯
人口密度 ５，３８５．６人／H

人口伸率 △１．８％
高齢化率 １５．４％

泉大津市
■面積
行政区域面積 １２．５H

市街化区域面積 １，３６７ha

■人口動態
人　　口 ７７，６７４人
世 帯 数 ２９，４９３世帯
人口密度 ６，２１３．９人／H

人口伸率 ３．４％
高齢化率 １３．８％
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堺市
■面積
行政区域面積 １４９．９９H

市街化区域面積 １０，９２８ha

■人口動態
人　　口 ８３１，１１１人
世 帯 数 ３２２，７１２世帯
人口密度 ５，５４１．１人／H

人口伸率 ０．２％
高齢化率 １４．８％



１．人権尊重社会、男女共同参画社会の実現

①（仮称）人権条例の制定新○ ３６０

②（仮称）国際平和貢献賞の創設新○ ８６２

２．歴史と文化を活かした都市魅力の創出

①歴史文化都市づくり推進事業新○ １，２８７

②東文化会館整備事業 ２５７，６７２

③サッカーナショナルトレーニングセンター整備

事業新○ ８１９

④町家活用推進事業新○ １０，１１８

⑤レンタサイクル利用促進事業 ７２１

⑥市内周遊観光支援モデルバス運行事業新○ ３３６

３．都心の活力創出と都市拠点の形成

①堺東中瓦町２丁地区市街地再開発事業 ２３８

②堺市シビックコア地区推進計画検討事業 ５００

③堺東東西連絡橋整備事業新○ ５，２５０

④都心活性化推進事業 １，９３９

⑤東西鉄軌道事業 ６，１８１

⑥臨海新都心整備推進事業 ３９，４８０

４．地域の発展を支える経済基盤の形成

①産業集積拠点形成事業 ３，６５７

②総合的中小企業支援拠点整備事業新○ ２２，５２２

③地域産業振興ファンドの創設新○ ４０，０２０

５．子どもたちを健やかに育む環境づくり

①（仮称）認定こども園運営補助事業 ５，０９６

②認証保育所運営補助事業 ２２，０８５

③私立幼稚園預かり保育事業新○ ２，５７０

④私立幼稚園短時間保育事業新○ ７７２

⑤駅前立地保育所分園推進事業 １，６００

⑦乳幼児医療費助成事業 １７１，９５７

⑧子ども相談所運営事業新○ ５，７３１

⑨幼児教育実践研究事業 ９００

⑩学校教育活性化推進事業 ２，３５３

⑪英語教育推進事業 ６，２９１

⑫教育活動支援事業新○ １，３７２

⑬放課後ルームモデル事業 １３，５１６

⑭（仮称）新養護学校整備事業 ３，３１４

６．支えあいと協働による安全・安心な地域社会づくり

①高齢者社会参加促進事業 ５，７２１

②障害者更正相談所運営事業新○ ６２３

③こころの健康センター運営事業新○ ３，３６１

④（仮称）校区ボランティアビューロー設置事業 新○ ２５０

⑤防犯灯設置・電気料金補助 ６，１００

⑥街頭犯罪防止対策地域支援事業 ３，６３０

７．住みよい生活環境の創出と環境との共生

①堺鳳駅前南地域市街地整備事業 ５３，７７８

②北野田駅前Ｂ地区市街地再開発事業 ５０８，６１３

③南海本線（堺市）連続立体交差事業 ４８，８０４

④環境産業創出事業 ４５５

８．市民とともに取り組む市政・まちづくり

①（仮称）区民プラザ整備事業新○ ８６２

②（仮称）区民まちづくり事業新○ ２０，０００

③（仮称）区民まちづくり基金の創設新○ ６０，０００

９．行財政改革の推進

①「新行財政改革計画」推進新○ ５，５００
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

市税収入は国の税制改正の影響や景気の状況から増収が見込まれるものの、三位一体の改革の影響や少

子高齢化の進展により、本市の財政状況は全体として厳しい状況である。こうした中、平成１８年度予算は、

政令指定都市移行に伴う新たな財源を最大限活用するとともに、行財政改革を推進した結果、財政健全化

債を見込むことなく編成した。

特に、人口誘導を図り税収基盤をより確かなものにするため、幼稚園と保育所の連携による子育て支援

や幼児教育の充実、安全・安心のまちづくり、各区の特性を活かした市民協働のまちづくりなど、住みよ

い地域社会作りや都市再生、経済活性化などの取り組みを重点的に予算化した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ６１８，７３９百万円　対前年度比 ６.４％増

平成１８年度一般会計予算 ２９２，０００百万円　対前年度比 １.２％減
平成１８年度に公債管理特別会計を創設したため、前年度まで一般会計に計
上していた借換債分予算が、１８年度一般会計予算には計上されていない。

予算額
単位万円

予算額
単位万円

堺 市
（ ）



１．市民の健康づくり

①前立腺がん検査委託事業新○ ４１

②フッ化物洗口促進事業新○ ３０

③小児初期救急広域センター整備事業新○ ４１１

２．福祉の充実

①障害福祉計画策定事業新○ ３９７

②知的障害者授産施設建設負担金新○ ３，０００

③子育て支援ルーム等整備・運営事業新○ １，１６８

④ファミリーサポートセンター事業 ８３２

⑤母子家庭等自立促進計画策定事業新○ ８５

３．教育

①教育支援センター整備事業新○ ４，８１４

②英語指導助手派遣事業 １，０４３

③幼稚園預かり保育事業新○ ４９７

④家庭教育支援事業 ２２８

⑤図書館司書配置事業 ３８８

⑥中学生国際交流事業 ２６２

４．防災・安全対策

①中央浄配水場施設整備事業 ２１９，６２０

②地域安全対策事業 １７７

③大型化学消防自動車整備事業 ６，９９０

④幼稚園耐震診断事業新○ １６０

⑤小学校体育館耐震補強事業 ４００

５．産業の発展

①泉大津未来ビジョン補助金 ５００

②販路開拓事業補助金 ６２５

③新商品・新技術事業補助金 １５８

④人材育成・確保事業補助金 ３１０

⑤基盤安定化事業補助金 １，１８８

⑥地域産業活性化事業補助金 ２５０

６．都市の充実

①都市計画マスタープラン作成事業 ８４０

②暮らし・にぎわい再生事業新○ １８０

③あすと松之浜公益施設管理運営事業 ５，３５０

④南海本線連続立体交差事業 １２７，５９０

⑤南海中央線街路事業 ２５，５７７

⑥福祉のまちづくり歩道改良事業 ２０２

⑦企業誘致奨励金 ２，０５８

⑧公共下水道整備事業 １２１，４８７

７．環境の推進

①エコマーカー事業新○ ６５

②アスベスト環境大気分析事業新○ ５４

③電動式生ごみ処理機購入助成事業新○ １００

８．市民サービスの向上

①フロアマネージャー配置事業新○ １４２

②手話通訳者配置事業新○ １６６

③図書館窓口業務一部委託事業新○ １，８００

９．人材育成

①フカキ夢・ひとづくり事業 ４５４

②学習活動支援事業新○ １４４

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度は、本市が現在、取り組んでいる財政再建計画の最終年度にあたる予算編成となるもので、目

標とする実質収支の黒字を堅持することを第一義としながら、行政として取り組まなければならない喫緊の

課題に対処するため、改めて事業の精査・見直しを行い、限られた財源を効果的に配分することにより、市

民の安全・安心の確保と行政サービスの向上に向けた予算編成を行ったものである。

主要施策として、平成１８年度を健康元年と位置づけ、健康増進施策や介護予防施策の展開を図るほか、子

育て支援ルームの整備、いじめ・不登校及び家庭における教育上の様々な課題に対応するため、教育支援セ

ンターの整備・機能拡充を図る。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ６０，７１１百万円　対前年度比 ４.６％増

平成１８年度一般会計予算 ２５，４８９百万円　対前年度比 １.４％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

泉大津市
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１．豊かさと利便性を実感できる都市環境づくり

①都市再生区画整理事業 ２２，７００

②公営住宅整備事業 ２１，３２１

③市営住宅エレベーター整備事業 ６，４００

④消防本部庁舎耐震診断事業新○ ２００

⑤小中学校耐震診断事業新○ ４，２００

⑥消防団設立経費新○ ２，０２６

⑦小学校防犯カメラ・電子錠整備事業新○ ２，０００

⑧保育園・幼稚園電子錠整備事業新○ １，１５０

⑨小学校安全緊急対策事業 ４，２４５

⑩保育所・幼稚園巡回警備事業 ８３８

⑪市街地再開発事業特別会計繰出金 ４６，９６５

２．やすらぎと快適性を生み出す生活環境づくり

①市内一円新分別収集事業 １４，４６１

②黒鳥山公園整備事業 ５，２０１

③公共下水道事業特別会計繰出金 ９７，８３５

３．健やかで安心できる生涯福祉環境づくり

①老人集会所整備事業新○ ４，３６５

②いずみ・エンゼルハウス事業助成金新○ ３，９６２

③配食サービス事業 ２，２８８

④地域包括支援センター事業新○ ７，０００

⑤地域子育て支援事業 １，８１９

⑥泉州北部小児初期救急広域センター連携体制事業 １，１４７

⑦生活機能評価検診事業新○ ９８７

⑧市立病院事業補助金 ７７，０００

⑨国民健康保険事業特別会計繰出金 １２１，６２６

⑩老人保健事業特別会計繰出金 ９４，８０６

⑪介護保険事業特別会計繰出金 １１６，４７７

⑫和泉診療所事業特別会計繰出金新○ ８，０４０

４．個性と生きがいを育む生涯学習環境づくり

①石尾中学校体育館建替事業新○ １，０５０

②青葉はつが野小学校整備事業 １３１，６８８

③小学校大規模改造整備事業 １１，００６

④特認校スクールバス運行事業新○ ４６２

⑤小学校６年生対象市内施設見学事業 １２０

⑥学校支援ボランティア活用事業 ３，１００

⑦和泉シティプラザ管理運営経費 ４２，０４３

⑧市史編纂事業 ２，６７６

５．にぎわいと活気に満ちた活力創出環境づくり

①ほ場整備事業 ９，２２７

②泉州東部区域農用地総合整備事業 ６２６

③農業振興地域整備計画策定事業新○ ２２０

④求職・求人情報提供事業新○ ２７０

⑤中小企業等研究・開発支援事業新○ １００

⑥職業斡旋・紹介事業及び地域就労支援事業 １，５０３

⑦土地賃貸促進補助金 １１，４６７

⑧企業誘致促進奨励金 ３６，６８５

６．共生と人間尊重の人権文化環境づくり

①（仮称）南部リージョンセンター整備事業 １７，７５０

②人権意識調査事業新○ ３５０

③男女共同参画社会づくり講座事業 １３０

７．その他

①第４次総合計画策定経費 ６３０

②市政改革委員会経費 ４８

③市制施行５０周年記念事業関係経費 １，５４３

④ミニ公募債発行経費 １５３
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

本年度の予算については、昨今の厳しい財政状況を踏まえ、平成１６年に策定した財政健全化計画（案）の

取組を着実に進める一方で、昨年度に引き続き、一部経費についての財源配分方式の導入及び「量入制出」

を原則とした試算に基づくマイナスシーリングの設定等を行いつつ、主要施策である「市制施行５０周年事

業」や「市民の安全・安心の確保」に重点的に財源を配分するなど、限られた財源のより一層の効率的・効

果的な配分に努めた。

結果、一般会計については対前年度比２．８％減、特別会計・企業会計を含めた全会計については対前年度

比１．２％減の緊縮型予算を編成した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １０３，７１０百万円　対前年度比 １.２％減

平成１８年度一般会計予算 １４９，４００百万円　対前年度比 ２.８％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

和 泉 市



１．「小さな輝き」と「和み」をつくりだすまちづく

り

①コミュニティー活動の推進 ６，２５５

②女性施策の推進 ４０４

③人権推進事業 ９６３

④緑化推進事業 ２，９１５

⑤姉妹都市提携 ８０

２．小さな輝きが磨きあうまちづくり

①市民文化会館事業 １４，８３０

②奨学金の貸付 ２，４３４

③学校環境の整備 ７，０７９

④保健体育事業

３．小さな輝きがともに支えあうまちづくり

①総合ライフケアセンター指定管理者委託料新○

５，５５０

②ホームヘルプサービス支援事業 ７７

③母子保健事業 ２，６４７

④老人保健事業 １０，５８７

⑤児童福祉事業 ８５，８５６

⑥小児救急事業新○ ８８３

４．小さな輝きの舞台としてのまちづくり

①南海本線等連続立体交差事業 ６３，４０８

②下水道事業（公共下水道事業特別会計）

２２０，９３６

③塵芥収集委託 ３２，９７７

④自転車対策 ８６７

⑤災害対策 ２，９８９

⑥環境対策 ８，３５２

⑦国民保護対策新○ ７４

⑧河川改良事業 ３，６００

５．小さな輝きが活躍できるまちづくり

①商工業振興 ９６６

②勤労者対策 ６０５

③消費者対策 ９９１

④農・漁業進行 ２４５

⑤港湾関係 ４４９

６．小さな輝きが広がるまちづくり

①市政広報・市民相談 １，００８

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度一般会計予算にあっては、法人市民税、償却資産などの増が見込まれることから、市税は前年度

に比べ６億９，８００万円６．９％の増となった。また、財政再建準用団体転落回避のため策定した第三次財政健全

化計画案に基づく取り組み等により人件費、物件費、補助費等などが前年度に比べ減少しているが、扶助費、

公債費などは児童手当の対象者の増や元金償還開始の増等により、逆に増加しており一般会計としては肉付け

後の前年度予算と比較して２，６８４万４千円０．１％の減となった。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ３７，３９５百万円　対前年度比 ０.１％減（０.２％減）

平成１８年度一般会計予算 １８，８５９百万円　対前年度比 ０.１％増（０.１％増）

予算額
単位万円

予算額
単位万円

高 石 市
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１．まちづくりの主役となる人づくりに努める

①小学校施設整備新○ ３，５９０

②中学校北館雨漏改修事業 １，３４８

２．一人ひとりの自立した生活を支える

①障害者計画策定業務新○ ４２０

②子育て短期支援事業 ３２

３．一人ひとりが安心できる環境づくりに努める

①消防車両の整備新○ ３，７４０

②下水道管渠等の整備 １０，５００

③安全相談アドバイザーの配置新○ ２４６

４．一人ひとりの暮らしの基盤を整備する

①福祉バス運行事業 ６３０

５．まちづくりを一人ひとりとともに進めていく

①財政健全化の推進 －
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

町税収入が伸び悩む中、三位一体の改革（交付税改革）による地方交付税の削減などで、一般財源収入が

落ち込み、厳しい編成を強いられたが、使用料・手数料の改定や事務事業の見直しなどの財政健全化により

財源の確保に努め、住民の安全と安心に直結する施策に重点をおいた。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １，８７８，７９７百万円　対前年度比 １.７％減

平成１８年度一般会計予算 １５５８７，７４５百万円　対前年度比 ４％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

忠 岡 町



岸和田市 

熊取町 

泉佐野市 
泉南市 

阪南市 

田尻町 

関西国際空港   関西国際空港 

岬　町 

泉 南 地 域

岸和田市
■面積
行政区域面積 ７２．２４H

市街化区域面積 ２，８６７ha

■人口動態
人　　口 ２００，９８４人
世 帯 数 ７２，８２３世帯
人口密度 ２，７８２．２人／H

人口伸率 ０．４％
高齢化率 １５．５％

熊取町
■面積
行政区域面積 １７．１９H

市街化区域面積 ９２５ha

■人口動態
人　　口 ４４，５０５人
世 帯 数 １５，０６９世帯
人口密度 ２，５８９．０人／H

人口伸率 ３．７％
高齢化率 １２．５％

貝塚、市
■面積
行政区域面積 ４３．９８H

市街化区域面積 １，６６３ha

■人口動態
人　　口 ９０，３１２人
世 帯 数 ３１，５９１世帯
人口密度 ２，０５３．５人／H

人口伸率 ２．０％
高齢化率 １５．５％

泉佐野市
■面積
行政区域面積 ５４．３８H

市街化区域面積 ２，０６２ha

■人口動態
人　　口 ９８，８７６人
世 帯 数 ３６，０５４世帯
人口密度 １，８１８．９人／H

人口伸率 ２．９％
高齢化率 １５．６％

泉南市
■面積
行政区域面積 ４７．３４H

市街化区域面積 １，３０２ha

■人口動態
人　　口 ６４，６８６人
世 帯 数 ２１，７２２世帯
人口密度 １，３６６．４人／H

人口伸率 ０．８％
高齢化率 １４．４％

岬町
■面積
行政区域面積 ４９．０６H

市街化区域面積 ７０４ha

■人口動態
人　　口 １８，５０４人
世 帯 数 ６，７４３世帯
人口密度 ３７７．２人／H

人口伸率 △６．５％
高齢化率 ２１．５％

阪南市
■面積
行政区域面積 ３６．１０H

市街化区域面積 １，１８８ha

■人口動態
人　　口 ５７，６１７人
世 帯 数 １９，８３１世帯
人口密度 １，５９６人／H

人口伸率 △１．０％
高齢化率 １３．６％

田尻町
■面積
行政区域面積 ３．８６H

市街化区域面積 ２２１ha

■人口動態
人　　口 ７，２３９人
世 帯 数 ２，７４５世帯
人口密度 １，８７５．４人／H

人口伸率 ６．７％
高齢化率 １９．０％
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１．新しいまちづくりの推進

①自治基本条例趣旨普及事業 ３０

②公民協働システム推進事業 ４６

③行財政改革・地方分権推進事業 ４６

２．人間を尊重する教育・文化のまち

①公立幼稚園アフタースクール事業［預かり保育］

新○ ８３４

②和歌山大学岸和田サテライト支援事業新○ ２１８

③安心安全情報配信事業 １６２

④少人数学級指導事業 ２，７２９

３．ともに築く健康と福祉のまち

①小児初期救急広域センター整備事業新○ ３，７５０

②第２次地域福祉計画策定事業 ７５

③市立保育所整備事業 ４７，０１０

④コミュニティソーシャルワーカー配置事業新○

６，３８０

４．地球と人にやさしい環境のまち

①地域新エネルギー構想推進事業 １，０００

②岸和田市・貝塚市清掃施設組合分担事業［新焼

却場建設事業］ １８７，２２７

③里山保全事業 ６０

５．安全で快適な都市的魅力のあるまち

①小・中学校耐震補強事業 ３，３０４

②国民保護計画の策定新○ ４６

③田治米畑町線整備事業 １３，５８９

④東岸和田駅東地区防災街区整備事業 １６，４１７

⑤ＪＲ阪和線東岸和田駅付近高架化事業 ５０，２７９

⑥東岸和田駅周辺まちづくり事業 ３９，７００

⑦阪南２区整備推進事業 ５３０

⑧福祉総合センター等敷地活用事業新○ ２００

６．活力ある産業振興のまち

①新岸和田市観光振興計画策定事業新○ ３００

②産学官連携支援事業 ８０

③地域就労支援事業 １９２
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

第３次総合計画の５つのまちづくり目標に基づき、岸和田市の再生を目指して予算を計上している。特に

力点を置いているのは、健康福祉対策、防災都市機能整備である。本市の財政状況は、市税こそ老年者控除

の廃止等による市民税の伸びにより増加に転じているものの、競輪事業収入の減、扶助費、公債費等の義務

的経費や普通建設事業費の増などにより、一段と厳しさを増しており、財政調整基金、減債基金の取崩、地

域再生事業債などの予算化により収支を保っている。平成１８年度からの新行財政改革第２次実施計画（集中

改革プラン）に基づき、さらなる歳入確保、歳出の削減への対策をすすめる必要がある。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １７１，６９２百万円　対前年度比　１.５％減

平成１８年度一般会計予算 １６６，８８７百万円　対前年度比　６.３％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

岸和田市



１．安全・安心なまちづくり事業

①セーフティサポート隊の設置

（地域安全パトロールの充実） ６６０

②校区子どもの安全マップの作成新○ １４０

③地域安全情報発信事業 ５０

（仮）貝塚市こどもの安全ライブメール：こ・

あ・らメール

④留守家庭児童会の開設時間延長 ２，０９５

（延長による増加分）

⑤防災情報充実強化事業新○ ８２

（防災情報プラットフォームの構築）

⑥土砂災害情報相互通信システム整備事業新○

７０２

⑦地域安心安全ステーション整備モデル事業新○

１００

⑧避難施設への誘導表示看板整備事業新○ ５７５

⑨子どもの安全教育（ＣＡＰ研修）の充実 １４２

⑩安定的な給水の確保 ３６，５００

⑪その他の安全対策事業 ５９８

子どもの安全見まもり隊活動支援、街灯設置、

災害対策本部の代替機能整備など

２．快適で健康に暮らせるまちづくり事業

①乳がん高度検診・治療センターの整備 ４，１４０

②福祉型コミュニティバスの増車 ２，８４９

③保育所待機児童の解消 １６，３５２

定員の増員、保育所（民間）の新設　休日保育

の実施新○

④安心歩行エリア推進事業新○ ６００

３．個性的で元気なまちづくり事業

①東山丘陵地特定土地区画整理事業

②「バレーボールのまち貝塚」推進事業 ５４３

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度は「貝塚市行財政改革実施計画」のスタートとなる年度であり、後年度の財政負担に耐えうる

ためにも、この実施計画を着実に実行していくとともに、「三位一体の改革」等の社会経済環境の変化にも

的確に対応し、「市民との協働による地方自治　貝塚市」の実現をめざすこと、さらに「安全・安心なまち

貝塚」をめざし、地震などの災害対策、子どもの安全対策、また少子化対策等に重点的に予算を配分するこ

とを基本に、限りある財源の効率的・効果的な配分に留意し、収支の均衡を図り健全な財政運営と市民福祉

の向上に向け予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額　６１，５００百万円　対前年度比 ０.６％増

平成１８年度一般会計予算　２５，９２０百万円　対前年度比 ０.７％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

貝 塚、 市
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１．すべてのひとが輝く社会の実現

①人権啓発事業 ３，９８１

②生活相談事業 ３，８４７

２．ひとを大切にし、やすらぎを感じるまちづくり

①コミュニティソーシャルワーカー配置促進事業

新○ ２，３２０

②高齢者生活支援ハウス事業 ２，４３９

③給食サービス事業 ３１５

④老人医療助成事業 ２４，９７１

⑤障害福祉計画等策定事業新○ ３１９

⑥障害者サービス低所得者対策事業新○ １，０６１

⑦障害者ショートステイ・ホームヘルプ・デイサ

ービス事業 １３，１９９

⑧障害者医療費助成事業 １８，７１６

⑨障害者生活支援事業 １，４３９

⑩精神障害者生活支援事業 ２，０８９

⑪放課後児童対策事業 ３，８７１

⑫母子家庭等自立支援推進事業新○ ４７

⑬児童扶養手当事業 ５４，５４９

⑭民間保育所対策・運営補助事業 １５２，３１３

⑮健康増進事業（健康診査、予防接種等）

２７，９１１

３．ひとを豊かに育み、ふれあいを感じるまちづく

り

①国際交流事業 ９４２

②学校開放事業 ５５２

③奨学金貸付事業 １，５０１

④家庭の教育機能総合支援事業 ３７１

⑤適応指導教室事業 ９８３

⑥進路選択支援事業 ４５０

⑦学校安全緊急対策新○ ２，０８０

⑧第三中学校整備事業 １０，１５２

⑨史跡日根荘遺跡整備事業 ３，８１８

４．ひとの活力をうみ、うるおいを感じるまちづく

り

①ごみ収集事業 １，９７２

②不法投棄対策事業 １，２１０

③美化推進事業 ６，１９６

④地域就労支援事業 １，４１８

⑤商工業振興事業 ４，７９３

⑥観光振興事業 ３８１

⑦土砂災害情報相互通報システム整備事業 １０７

５．ひとが安心し、くつろぎを感じるまちづくり

①不審者情報メール配信サービス新○ ５２

②コミュニティバス事業 ２，３３５

③南海本線連続立体交差事業 ９，３３３

④泉佐野駅前広場整備事業 １，３００

⑤末広公園整備事業 ９１，５４１

⑥松原団地住宅建替事業 １０，５９０

⑦下瓦屋団地住宅建替事業 ２１，９０８
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度予算編成においては、三位一体の改革による影響、固定資産評価替えによる市税収入の減や交

付税の抑制など、財政状況を取巻く環境は非常に厳しいが、本年度で最終年度となる財政健全化計画を確実

に実現することを第一目標とし、行政評価の導入によるスクラップ＆ビルドを基本とした見直しや集中改革

プランに沿った経費削減などにより、限られた財源をより効率的・効果的に活用することととした。

その結果、一般会計では借換債及び前年度繰上充用金を除く実質的な歳出規模では、社会保障費の伸びを

含めても０．３％の増にとどめ、緊縮型「財政健全化実行予算」を編成したものである。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １０１，４６９百万円　対前年度比 ９.２％増

平成１８年度一般会計予算 ４８，８１８百万円　対前年度比 １７.８％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

泉佐野市



１．ふれあいのあるまちいきがいのあるまち

①小学校施設整備事業 １，２００

②中学校施設整備事業 ８００

③幼稚園施設整備事業 ５００

２．安全なまち　活力のあるまち

①合併処理浄化槽整備事業 ６１１

②廃棄物処理施設整備事業 １，６３０

③消防施設整備事業 ７，１４０

３．快適なまち　個性のあるまち

①道路維持改良事業 １，２００

②排水路維持改修事業 ５００

③信達樽井線改良事業 ６４，６３９

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度予算の編成は、財政健全化計画の理念である財政構造の改革を図ることを基本とし、平成１６年

度に達成した第１の目標である実質収支の黒字予算を堅持するとともに、第２の目標である経常収支の改善

を達成するものとした。なお、市長選挙の執行が４月に予定されていることから、義務的経費を中心とした

いわゆる「骨格予算」として調整を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ４０，４６７百万円　対前年度比 ０.８％減

平成１８年度一般会計予算 ２０，６０８百万円　対前年度比 ２.６％減

予算額
単位万円

泉 南 市 骨格
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１．安心・安全のまち：やすらぎのある住環境を支

える社会システムの形成

①青色パトロール車整備事業新○ ４７

②障害者給付認定審査会事業新○ ７４５

③障害者福祉計画策定事業新○ １５

④さつき園・まつのき園運営事業

（指定管理者制度導入）新○ ９５０

⑤福祉作業所等機能強化支援事業新○ ３５０

⑥知的障害者通所授産施設事業 ２，０００

⑦精神障害者共同作業所機能強化支援事業新○

１８０

⑧精神障害者ホームヘルプサービス事業 ７９４

⑨つどいの広場事業新○ ２０５

⑩ファミリーサポートセンター事業新○ １８６

⑪西鳥取保育所民営化事業新○ ５３

⑫たんぽぽ園等移転事業新○ １，８００

⑬被保護者自立支援推進事業新○ ３３８

⑭（仮）環境センター運営事業新○ １０，０２９

⑮準用河川山中川改修事業新○ １，５００

⑯国民保護計画作成事業新○ ５１

⑰防災情報充実強化事業新○ ７１

⑱自主防災組織育成事業新○ ７５

⑲自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置事業新○ ４３

２．出会い、躍動するまち：次世代に引き継ぐ都市

基盤の形成

①自転車駐車場整備事業 １４，０７０

②コミュニティバス運行事業 ４，３５８

③（仮）環境センター建設事業 １１６，５９３

④地籍調査事業新○ ３７７

⑤箱作駅前地区整備事業 ９０，１１０

３．楽しく暮らせるまち：豊かな住生活を支える環

境の形成

①ため池整備事業 １，３１７

②アダプトプログラム推進事業 １５

③前山緑地整備事業 １１，６７５

４．心の豊かさを育むまち：生涯にわたって自分ら

しく生きる人を育て文化を育む環境の形成

①学校教育施設アスベスト対策事業新○ ２，４７８

②舞小学校放送設備改修事業新○ １，２９５

③学校安全緊急対策事業 １，２５０

④不登校緊急対策事業 ２２６

⑤留守家庭児童会運営事業 ３，８９３

⑥歴史資料室（仮称）整備事業新○ １５０

５．多様な産業の育つまち：居住都市にふさわしい

産業構造の形成

①地域就労支援事業 ３８８

②消費者相談事業 １７６

③企業誘致促進奨励金交付事業新○ ２２

６．人をおもいやり生かすまち：あらゆる市民が参

画し、公正で開かれた地域社会の形成

①地域まちづくり協議会推進事業新○ ３０

②男女共同参画推進事業 ６８

③市民活動支援事業 ３７

④市税コンビニ収納事業 １５６

⑤人権相談運営事業 ２７０
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

財政再建緊急５ヵ年の４年目となる平成１８年度当初予算の編成にあたっては、昨年度と同様に分権時代に

ふさわしい柔軟でスリムな行財政運営システムの構築を基本方針とする「阪南市財政再建実施計画（平成

１４年９月）」（事務事業評価システムにおける総合評価含む）に基づきつつ、安全・安心のまちづくりを優

先し、市民・民間・行政との適切な役割分担の下、常に費用対効果と顧客である市民の満足度の向上をめざ

し、最少の経費で最大の効果を挙げることを基本に予算の編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ３７，２７１百万円　対前年度比 ３.０％増

平成１８年度一般会計予算 １７，００５百万円　対前年度比 ２.９％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

阪 南 市



１．世界に開かれたまちづくり

２．多様な個性と文化を生みだすまちづくり

①「歴史とふれあいの拠点」におけるまちづくり

の展開 １，８５２

②学校教育環境の整備 ２９，７３７

３．健やかでふれあい豊かなまちづくり

①子育て支援事業の推進 １，８５６

②保健福祉事業の推進 ４，２５４

４．快適に楽しく暮らせるまちづくり

①「自然緑地拠点」におけるまちづくりの展開

３７，０４０

②「生活支援の拠点（シビックゾーン）でのまち

づくりの展開」 １７，８２０

③環境対策の推進 ５２３

④安全・安心ままちづくりの推進 ２，４９２

５．利便性と安全性にすぐれたまちづくり

①道路整備事業の推進 ２３，５３６

②上水道・下水道事業の推進 ８７，２９８

６．活力ある生き生きとした生活を支えるまちづく

り

①産業の振興 ２１０

７．総合的で計画的なまちづくり

①行財政運営の推進 ４９４

②「熊取アトムサイエンスパーク構想」の推進

４４

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

歳入面では、町税収入が微増にとどまり、また地方交付税についても全国的な傾向として減少しているこ

とから厳しい歳入状況が続いているが、これまでの行財政運営を抜本的に見直すべくこの３月に策定した

「行財政構造改革プラン」を基軸に、事業規模の適正化等を図りながら、まちづくり拠点の整備事業に加え、

様々な分野における施策を推進すべく予算配分を行った。

「新総合計画　第３次実施計画・財政計画」の最終年度として、町営住宅建替事業や墓地公園整備事業の

推進など、まちづくり拠点の整備を引き続き推進するほか、「安全・安心なまちづくりの推進」、子育て支援

事業の推進、京都大学原子炉実験所を起点とする「熊取アトムサイエンスパーク構想」の推進などに配慮し

た。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ２３，２６１百万円　対前年度比 ５５.２％減

平成１８年度一般会計予算 １１，４６２百万円　対前年度比 １０.５％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

熊 取 町 ※※
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１．元気と安心の暮らしづくり

①コミュニティソーシャルワーカー配置 ３０３

②老人福祉センター事業 ６７０

③介護予防事業 ２０９

④心身障害児通園事業 １，１４２

⑤老人医療費助成 １，８００

⑥一部負担金助成 １，３７０

⑦障害者医療費助成 ５５０

⑧ひとり親家庭医療費助成 ４４３

⑨乳幼児医療費助成 １，５００

⑩洪水ハザードマップ作成 １２７

⑪安全なまちづくり推進事業 ７４

２．水と緑の環境づくり

①不法投棄対策事業 ３２４

②遊休農地対策事業 １７

③資源ごみ集団回収奨励制度 ５２

④生ごみ処理機購入助成制度 ９

３．ふれあいと人権尊重のまちづくり

①人権協会の運営 ８０

②人権のつどい開催 １０

③男女共同参画講座 １０

４．明日につながる「まち文化」づくり

①小学校（旧校舎）耐震補強事業 ３，２００

②中学校（新校舎･体育館）耐震補強事業新○

１，６８８

③町史編纂事業 ４４８

④グローアップ事業 ３０

５．ゆたかな暮らしの基盤づくり

①地籍調査事業 １，３６８

②下水道（雨水管整備）事業 ２５，７０５

６．であいと活力のまちづくり

①商工振興資金利子補給事業 １，５００

②企業誘致促進奨励事業 ２，１００

③地域就労支援事業 ９１

７．財政健全化に向けた取組み

①歴史館指定管理者指定委託 １，１３１

②体育施設指定管理者制度の導入 １４
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１８年度当初予算は、中長期的に単年度ベースでの収支均衡が図れないという目下の財政危機に対応す

るため、財政健全化の実行や全ての事務事業を対象に実施した事務事業評価を反映させるなど、たばこ税大

阪府交付金や起債の借換えといった特殊要因を除いたうえで、前年度比約１０％減となる超緊縮型予算とし

て編成した。歳出面では、退職者不補充による職員数の削減などの内部経費削減の継続や健康風呂の廃止、

各種給付金制度の見直しなどの措置を、歳入面では、家庭における粗大ごみの有料化、事業系ごみの定額制

から従量制への見直し等の収入を見込んだ。主要なハード事業としては、町民が安全で安心して暮らせるま

ちづくりに資する事業として、小･中学校校舎等の耐震補強事業に厳選した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 ９，３０４百万円　対前年度比 ０７.０％増

平成１８年度一般会計予算 ６，１１７百万円　対前年度比 １０.１％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

田 尻 町



１．自然のもとで、元気に安心して暮らせるまち

①がん、肝臓疾患対策等の各種検診の実施

２，２７６

②乳幼児医療助成事業 １，８４８

③高齢者・身体障害者住宅改造事業補助金 ８００

④障害者社会参加促進事業 ２４３

⑤放課後児童健全育成事業 ２，２６０

⑥生活支援ハウス運営事業 １，３２０

⑦障害者福祉サービスの実施 １９，４７４

⑧コミュニティソーシャルワーカー設置事業

３２４

⑨老人医療助成事業 ２２，８４０

⑩健康ふれあいセンターの運営（指定管理者制度）

新○ ７，２００

⑪子育て支援センター事業新○ ２８６

２．自然にふれあい、心豊かに暮らせるまち

①スクールカウンセラー設置事業 １５０

②総合生活相談事業 ２０２

③進路支援事業 １８３

④淡輪小学校大規模改造事業 ２，９００

⑤子どもの安全対策事業 ５２７

⑥外国青年招致事業（小・中学校） ９７０

⑦学校水泳事業新○ ５２５

⑧第二阪和国道文化財発掘調査事業新○ １，０７４

３．自然を生かして、いきいき魅力満載のまち

①漁港改修事業 ４，４２０

②地域活性化イベント開催補助金 １８２

③地域就労支援事業 ４０６

④有害鳥獣対策事業 ８１

⑤（仮称）海釣り公園整備事業新○ １５，３００

４．自然を守り、安全で快適に暮らせるまち

①自然海浜保全事業の実施 １８８

②ごみ収集・ごみ処理施設の運営 ３６，７６７

③土砂災害情報システム整備事業 ７１１

④非常備消防施設整備事業

（消防ポンプ自動車整備）新○ １，８９６

⑤国民保護計画策定事業新○ １１３

５．自然と共生し、便利に暮らせるまち

①下水道事業の推進 ３３，１７７

②路線バス対策補助金 ３，０００

③町道西畑線整備事業 ２，２１６

④公営住宅改修事業 １，４４２

⑤第二阪和国道促進事業 ２７４

⑥土砂採取跡地整備事業（大阪府受託事業）新○

６０，０００

６．計画の実現をめざして

①自治区運営支援事業 ４１９

②住民情報システム経費 ４，５３９

③法規管理システム経費 ２１２

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

歳入においては、固定資産税を中心に町税収入が落ち込み、また、三位一体改革に伴う地方交付税制度

の改革の影響もあり、経常一般財源の大幅な減少が見込まれている。一方、歳出においては、行財政改革

への取組により人件費や物件費は減少したものの、公債費は依然高水準にあり、進行する高齢化の影響に

より扶助費や介護保険特別会計などへの繰出金が増加するなど、引き続き多額の財源不足が生じ、各種基

金の取崩しなどにより必要な財源を確保するという非常に厳しい予算編成となった。

このような厳しい状況のなかでも、施策の「選択と集中」を進め、次世代を担う子どもたちの教育環境

や子育て支援施策の充実、近い将来発生が懸念される東南海・南海地震への防災対策、地域の活性化に向

けた基盤整備など、「第３次岬町総合計画」に掲げる「笑顔あふれる　いきいきタウン　“みさき”」の実

現に積極的に取り組む内容とした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１８年度当初予算総額 １６，３２３百万円　対前年度比 １３.４％増

平成１８年度一般会計予算 １７，８４７百万円　対前年度比 ２６.６％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

岬 町
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